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今月号の概要

1 .科学技術トピックス

1.1ライフサイエンス分野

(1)治療的血管新生療法一重症虚血肢に対する対白血幹細胞移植-

重症虚血肢は放置すると肢切断に至る可能性が非常に高く、実際に肢を切断される患者は日本

国内だけでも年間1万人から2万人いる。治療としては、血行再建術(外科治療)が第一選択である

が、その適応とならない症例もあり、新しい治療法が望まれる。

九州大学病院では、重症虚血肢に対する末梢血幹細胞移植を、これまでに3例施行し、良好な

結果を得ている。この方法は、内皮前駆細胞を患者の末梢血から採取し虚血部位に移植するとしち、

世界で初めての方法である。

末梢血幹細胞移植は骨髄細胞移植に比して侵襲性の低い治療法であり、今後、重症虚血肢に

対する新しい治療法になると思われる。

(2)ほ乳類体細胞における特異的な遺伝子抑制法が開発された

2重鎖 RNAを用いた特定遺伝子の発現抑制は、 RNA-mediatedinterference (RNAi: RNAを介し

た遺伝子発現抑制)として知られ、最初に報告された線虫に加えて、ショウジョウパエ、植物、カビ、

さらには、マウスの初期匪や匹性幹細胞などに応用され、遺伝子機能解析の簡便かっ有効な手段

として注目されている。しかし、ほ乳類の培養細胞(体細胞)では、特異的な発現抑制という現象は

見られなかった。

今回、 21ヌクレオチド程度の短い 2重鎖 RNAを用いると、ほ乳類の様々な培養細胞で RNAiを

起こすことがわかった。

この技術は、従来のアンチセンス法などよりも格段に優れた遺伝子抑制法として、高等動物にお

ける遺伝子機能解析に大きな役割を果たすことが期待される。

1.2情報通信分野

(1)マイクロマシン技術の高周波回路への応用 (RF-MEMS)

近年進歩が目覚ましいマイクロマ、ンン技術の高周波帯回路への応用が注目されてきている。高

周波帯で、は半導体デ、パイスに比べて機械的なスイッチやバリコンの方が損失などで、有利となるから

である。 3次元微細構造作成が可能な半導体プロセス技術を用い、小型で、高性能な回路素子が国

内外において実現されつつあり、システム、テ、パイスの極小型化、極軽量化、極低廉化に大きなイ

ンパクトを与える可能性があるとされている。

1.3環境分野

(1)第 9回世界湖沼会議で琵琶湖宣言が発表される

第 9回世界湖沼会議が大津市で開催され、「湖沼の重要性を再認識し、 20世紀の先進国の生

産・生活様式を批判的に見つめながら湖沼環境の保全、再生が必要jと強調する琵琶湖宣言が公

表された。

会議の中心である講演・討論では、市民、行政、メディア、研究者、学生、企業などのあらゆる参

加者が対等な立場で、議論する方式が採用されるなどの新しい試みがなされた。講演・討論を通して、

自然界の仕組みを検証し、特に生態系の仕組みを重視して社会が抱える課題の新たな解決策を探

ることへのメッセージが示された会議で、あったと総括で、きるO
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(2)廃棄物新時代に向けての提言~第 12回廃棄物学会研究発表会から~

第 12回廃棄物学会研究発表会で、 NPOの加藤三郎氏が特別講演を行い、「循環型社会Jの法

定コンセプトを共有することなど8項目の提言を行った。これらの提言は、ゴミゼロをめざす循環型社

会を実現させる上で示唆に富むものであり、新たな静脈産業育成の観点からも、今後真剣な検討が

期待される。

1.4ナノテク・材料分野

(1)リン酸およびアンモニウムイオンセンサーに関する動向

これまで余り進展してこなかったリン酸イオンあるいはアンモニウムイオンを認、識するイオンセンサ

ーの開発において、指針となる重要な研究結果を、名古屋工業大学の湯地昭夫教授のグループと

慶麿義塾大学理工学部の鈴木孝治教授のグループが、日本分析化学会で相次いで発表した。

1.5エネルギー分野

(1)燃料・動力源・駆動方式の組合せにおける自動車の運転システム効率比較

スウェーデン政府のトlatinalRoad Administration (スウェーデ、ン道路公団)は、天然ガスあるいは

バイオマスからの代替燃料における Well-To-WheelEfficiencyと題する研究の成果公表した。研究

では、燃料、エンジン等の動力源、駆動方式の3要素の組合せにおいて、燃料の製造から消費まで

の運転システム効率の優劣について比較を行っている。動力源を内燃機関とし駆動方式をシリーズ

またはパラレルハイプ、リッド方式とした組合せで効率向上の効果が大きいが、燃料電池と何れかの

ノ、イブ、リッド、方式の組合せではハイブリッド方式利用の効果が少ない、などと結論付けている。

1.6製造技術分野

(1)新しいプロピレンオキサイド製造法

住友化学工業は重要な工業原料であるプロヒ。レンオキサイド、の新しい製造技術を開発した。従来

の製造法は何れも大量の併産物が生成する為に併産物の需要や価格動向の影響を受け易かった

が、今回、併産物を生成しない新しいプロセスの構築に成功した。

1.7社会基盤分野

(1)日本都市計画学会が「新世紀日本の都市づくりビジョンJを提言

先頃、日本都市計画学会が今後の都市づくりのビジョンについて発表した。少子高齢化、情報化

や消費社会からの転換等といった今後の日本の都市をめぐる変化を前提とし、ビジョンを「都市社

会J.!::r都市J、そしてそれを実現する「都市計画の方法Jにわけ、「循環システムJや「参加と合意形

成を促すわかりやすい計画過程Jなど17の提言にまとめている。

(2)西南日本で発見された地殻底低周波微動

高密度の高感度観測網(Hi-net)の最近の展開により、西南日本の広い範囲で地殻深部広域に

おいて低周波微動が度々発生していることが発見された。これは地殻深部流体の活動等を示唆し

ているとも考えられる。沈み込み帯で、の大地震発生のメカニズムや内陸地震発生のメカニズ、ムの研

究に有効な情報を提供し、今後、地震予知の研究に弾みをもたらす可能性がある。

1.8フロンティア分野

(1)海洋深層水の食品利用の現状

高知県工業技術センターを中心に取り組まれている室戸海洋深層水の食品利用現状が報告さ

れている。この深層水は低温安定、富栄養、清浄としりた特徴があり、これまでに冷媒利用、医薬品

原料の開発、最適醸造用水への応用品、った研究が行われている。今後の進展が期待される。
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2.特集 バイオインフォマティクスの動向
2001年 2月にヒトゲノム配列の概要が報告されたことや、 60以上の生物種のゲノム配列が決定さ

れてきていることから、ポストゲノム研究が本格化してきでいる。この過程で生じる膨大で多種多様な

生物情報を効率よく整理・解析し、その生物学的・医学的意味を明らかにする必要性が高まってい

ることから、バイオインフオマティクスの重要性が大きくなっている。

本稿では、まず、データベース、データ解析手法およびハード、ウェアについて研究の現状を述べ、

課題を検討した。現在進められているデータベースやデータ解析手法の整備は、主に DNA塩基配

列やタンパク質立体構造の解析を対象としているが、今後は、細胞機能や個体機能の研究開発を

戦略的に推進していく必要がある。また、アノテーション更新などのデータベース管理や、データベ

ースの統合化などの取組も重要である。ハード面については、ハイパフォーマンスコンピュータの性

能向上や、ハイパフォーマンスコンピュータ上で、動作するアプリケーションの並列化などソフト面での

対応も望まれる。

次に、バイオインフォマティクスに対する政策的な取組について現状を述べ、課題を検討した。我

が国では、バイオインフォマティクス推進のための拠点形成や人材育成のためのプログ、ラムなどに

関する取組がまだ始められたばかりである。今後の生命科学におけるバイオインフォマティクスの重

要性を考慮すると、継続的な施策の推進がより一層望まれる。

3.特集 バイオエネルギー利用の動向と展望
現在、地球温暖化対策として、種々の経済的および技術的オプションが提案されているが、個々

の効果はいずれも限定的であり、わが国としては的確かっ柔軟な政策遂行の基盤を確保するため、

多様な地球温暖化対策技術の研究開発を推進してして必要がある。

一方、バイオマス(生物資源)を利用するエネルギー、すなわち、バイオエネルギーが二酸化炭素

を排出しないクリーンなエネルギー源として注目されており、政府内で、もバイオエネルギーを「新エ

ネ法Hこ基づく導入支援措置の対象とするよう所要の規定の整備を検討しているところである。

本稿では、バイオエネルギーの概要、地球温暖化対策としての位置付け、国内外の導入状況、

各国政府等の取り組み、エネルギ一転換・利用技術、国内外の利用可能量について概説した。

さらに、わが国におけるバイオエネルギ一利用の導入・普及に向け、①ノ《イオエネルギー研究の

拡充、②外部経済に配慮した制度設計、③広範囲に及ぶ効率的なバイオマス原料収集システムの

構築、④石炭等との混焼プラントの研究開発の推進、⑤発展途上国との共同・連携、の5つの提言

を行った。

4.特集 マテリアル・シミュレーションの動向一第一原理計算を中心として一
コンピュータの性能の急激な向上、シミュレーション手法の進展、ナノメートルスケールにおける実

験技術の向上といった背景に支えられ、シミュレーションのマテリアル研究に対する貢献度の向上

が期待されている。

今後、コンピュータの性能の更なる向上などにより、精密なシミュレーションで、ある第一原理計算

の適用範囲が拡大し、マテリアル設計におけるシミュレーションの寄与が著しく高まる事が期待で、き

る。さらに、シミュレーションによるマテリアル設計が実用的になったとき、「マテリアル・シミュレーショ

ンを充分に活用できるかどうか」が研究開発力の格差に繋がることが予想される。

今のうちから新規マテリアルや新デ、パイスの研究開発における、ンミュレーションの活用率を向上さ

せると共に理論研究と実験研究の協働スタイルを定着させることが重要で、あるO
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科学技術トピックス

1 .科学技術トピックス
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿(12月号は11月3日より12月7日まで)を

「科学技術トヒ。ツクス」としてまとめたものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必要な

情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をその

まま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。

1.1ライフサイエンス分野

(1 )治療的血管新生療法

一重症虚血肢に対する末梢血幹細胞移植一

重症虚血肢は放置すると肢切断に至る可能性が非
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血肢の治療としては、血行再建術、すなわち外科治療

が第一選択である。しかしながら血行再建術の適応と

ならない症例もあり、新しい治療法が望まれるところで

ある。

従来、成人の血管形成は、血管内皮細胞が遊走、

増殖し血管新生(angiogenesis)により起こると言われて
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九m太空茄院の我-'<0)麹J設:すJ:;L一重症虚血肢ι対

士る去柏血斡頻臨J移ー構ーをち一二む主主:F;~_@j_施_tJ~，良
妊な誌呆量得:-r~_~9.9_主主生 Jり友i主i主2'~_骨髄液を採虫L

里怒号養成会主務撞Ì_~三h主主;り友i去と違~_\内庭前ー
唾剤』包_(Ç旦手生ーー陽性期J胞}主:*-補血77主v三台~~支
援~_~W血ー郭\1立ι樫檀Ì9.と~_~2入匙穿ーす却Jめ，--cりj工
法主、あ_~9_ この末梢血幹細胞移植により、症例 1)虚血

性潰壌が治癒し、レーザード、ツプラーやサーモグ、ラフィ

ーで血流の改善がみられ、安静時痔痛が消失し歩行

可能となった、症例 2)最大肢行距離が 60mから

200mへ延長した、症例 3)最大破行距離が 120mから

300m以上へ延長した、とし、ったように産車泣潰場りー

治壇及び一験訂一距離.り-延長などり良好Fな結果だ母ーられ
た。

三年前一卑幹細担軽檀は:骨髄担胞一種檀ー!;;民!て三:口三襲

性りf民;~_~j:台.療法:_~~札今Jまλ重症虚血肢J;赴Ì_~菰
しい治療法になると思われる。

(九州大学大判完消化器・総合外科杉町圭蔵氏)
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用語説明

①末梢血アフエレーシス

患者の末梢血から必要な細胞を採取したのちに、ふたた

び血液を患者自身に輸注すること。

(2)ほ乳類体細胞における特異的な遺伝子抑制法

が開発された

2 重鎮 RI明，~L~ffl_~_~主務定遺伝壬企業理担割はλ
R円_A-::-_fI! ~_~j前~_~_ _jD_~~_r:ft号r~!!ç_~_m円J111F11 をit~た遺伝
壬藷曳抑市i!Dーとv玄却E主主!な最却ーE';謹告主主L主穆虫1;::

剤一之-7fJ-Y互空:;三空!~:::>_揮一物λ tJ ビ〉ーさEらJ_;_t主>__"Y_7Z
り却期Jl~1'_ij王位斡細胞立ーとiζ底旦主札入国遺伝壬機能
鰹.lliりさむり支閉1豆主'>./)ー在効ーな杢段と!ττ支;注目旦主主lゴ:r
y_~99__~_;Q_~~λー!~乳類Jりー墳養組胞_({本細胞t立はーL静果
的ーな発E早朝削ーと~_~1現象民昆ら『札なかョ立:.Q.ー
昨年来 RNAiのメカニズムの解析が進み、細胞に導

入された 2重鎖 RNAが切断されて生じる、 21ヌクレオ

チド程度の短い 2重鎖 RNA(3'{則が突出)が、標的と

する遺伝子の mRNAを分解することに関係しているこ

とが明らかとなった。

全.胃λードイツ・マックスブランク研究所の SaydaM. 

Elbashirらの報告(Nature(2001) vol.411 Page 494"-' 

498)と米国 NIHのNatashaJ. Caplenらの報告(PNAS

(2001) vol. 98 no. 17 Page 9742"-'9747)によると、む

ヌクレオチド程度の短い 2重鎖 RNAを用いると、ほ乳

類虫捧乏なf音養.銅胞1:J3J::-l6Lを起二主主二とが_:Þ;_Q~~た9__
従来の RNAiはすべて長鎖の 2重鎖 RNAを用い

ており、これがほ乳類体細胞ではインターフエロンを誘

導して、インターフエロン系を作動し、様々な遺伝子の

発現に影響を及ぼしてしまうことにより、特異的な効果

を得ることがで、きなかったようだ。

二の誌節目λー従来0)7:三r.:t/_ろ法なと主~_'b~喧段長
優Jした遺伝3::抑白リー法よ~_-r，_高等動物 E;おーは9.全後
の遺伝子機能解析やヒトへの応用に大きな設割を果

た士二主主1期一待さー札弘一
(横浜市立大学医学部大野茂男氏)



1.2 情報通信分野

(1 )マイクロマシン技術の高周波回路への応用

(RF-MEMS) 

近年多くの分野で進歩が目覚ましいマイクロマシ

ン(MicroElectro-Mechanical Systems: MEMS)技術

の高周波帯回路への応用 (RF-MEMS)が注目され

てきている。 3法Z己徴湖捧ー造住成が耳能ーな主芽生Z
守土'Ä'誌前ーをー用ι13-fh型;立高性能な?-:1-立T_~ Z_1/!-:

?:_~ま士三~~2>1，之?::1._~_警Jり高周政一回跨ーおよif回
路主壬ー芯国ー内外j;ぉ~~_~_"I_実現さーむ:?_:?_~豆。 9 月
18-21 日に聞かれた電子情報通信学会エレクトロニ

クスソサイエティ大会 TC-1 において、この RF-

MEMS技術のチュートリアルセッションが聞かれた。

ここで言う高周波 (RF)回路とはマイクロ波・ミリ波

からテラヘルツ波 (lGHz""'-'THz)のアナログ回路を

意味:_l-~_~_:るI_~_~)_;二θよ?_!l高周波費支i主主導体0:1

立T一千~!5_ラ~'l._空_~._1_?t=_t:::①ι比^主機械的なヂグ_'l
，T_1:::ィヨヨどの_1f_~~損去三~Z:1_1._~てごをfヨ之、泊費量
力1vA主主主主リJとなゑ。また、軍事、民生、宇宙用のレ

ーダや通信システムなどでは、さらに高周波帯の需

要が増えてきており、高周法化ι主益田ー踏オー法.りI_:J~

型住之製j主糧度交製作j[.t主且ー佳弘開題ーとなョ主主主

いる。

これらを解決するための切主!"~~_~~J:!_injl)_g__誌ー衛j主主・

?とZ'_z:A~__T(_~_1~_C!?_極小型ー{七λ極軽量jl:;_\一極J~廉
化に大きなインパクトを与える可能性があるとされて

どもー道~!;反応速ー度交蹴込:院が課題主主j己主主ーまど
ま立土J会主:J主貫主主心主主も差実_(;!改差さ_h:主主主

いる。

米国などでは Micromachining技術を用いた極

微細 3次元回路のミリ波帯での応用が盛り上がって

きているようである。米国ミシガン大学のL.p_ B. 

Katehiらのグ、ループが Si基板上での 3次元ミリ波回

路等で RFへの応用を積極的に行っている。

最近国内でも RF-MEMSの応用例として機械的ス

イッチやバリコンが報告されている。東北大、村田製

作所、オムロン、松下等で、研究されているようだ。

国内の RF-MEMSに関する研究体制はまだ確立

したものはないようだが、マイクロ波分野からのアプロ

ーチとしては、本チュートリアル講演をオーガナイズ

した電子情報通信学会マイクロ波研究会や MWE

Science & Technology Trends December 2001 

(Microwave Workshop and Exhibition)実行委員会

等で、議論が活発になってきているようで、ある。なお 12

月に開催予定のされる MWE(会場:パシアイコ横浜)

ではかRFMEMSの技術と展望"(オーガナイザ;村田

製作所石川容平氏)と題してワークショップも開催

される予定である。

今後の RF-MEMS技術の普及と、 MMIC等との組

長金主主主など_(;主弘ー積立ーな一高見法回路_tま術ρ-展ー聞
が;期ー待主主益。

(山口大学工学部真田 篤志氏の報告)

用語説明

①パラクタダイオード

可変容量ダイオード、パリキャップとも呼ばれる。逆バイア

ス電圧によって静電容量が変わり、バリコンとして動作する。
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1.3環境分野

(1 )第 9回世界湖沼会議で琵琶湖宣言を発表

11月 12"-'16日の期間、滋賀県と(財)国際湖沼環

境委員会の主催で第 9回世界湖沼会議が大津市で

開催された。この会議は、 1984年 8月に第1回が識賀

県で開催されて以来 17年ぶりの地元開催で、あったこ

と市民に最も身近な水を扱った会議で、あること等によ

り、研究者ばかりでなく主婦や中高生も参加できるよう

な工夫がなされたため、期間中のべ 71ヶ国、約 3700

人の参加者を数えるに至り、水に対する社会的関心の

高まりを示すものとなったO

会議最終日に公表された琵琶湖宣言では、「湖沼

の重要性を再認識し、 20世紀の先進国の生産・生活

様式を批判的に見つめながら、湖沼環境の保全、再生

が必要jと強調され、①住民、研究者、芸術家、政治

家、学生、行政、 NGO、企業、メデ、イア等のパートナー

シッフ。の構築と充実、②情報公開と環境教育の推進、

人材の育成、③調査研究とモニタリングの推進、④統

合的流域管理の推進、⑤国際協力推進と連帯の確立、

⑥資金調達に関する方式の検討が盛り込まれた。

会議の中心である講演・討論は 5つの分科会に分か

れて行われた。市民、行政、メディア、研究者、学生、

芸術家、 NGO、企業などのあらゆる参加者が対等な立

場で議論する方式が採用されたこと、また、琵琶湖宣言

文についても公開方式で、草案から議論が活発になさ

れるなど、今回の会議の新しし、試みが見受けられた。

特に地元市民から積極的な意見が表明された。従

来と同様なポスター方式で発表された研究成果にお

いては、有機物質や富栄養化湖水をはじめとする水

質汚染改善に関する発表、降雨時などには定量的把

握が困難で、あった森林や市街地等の汚濁負荷発生源

が平面的に分布する場合での流出負荷量管理を GIS

①や新たなモデ、ルを用いて推定する技術に関する発

表などが注目された。

市民への知識共有・参加を目指す市民に馴染みゃ

すい講演も数多くあった。都市部の川や雨水・水道水

などを日本各地で採取して凍らせ、本来正六角形であ

る結晶の歪んだ形状によって水の汚染状態を視覚的

に訴えた発表、市民がサービスを享受するだけの立場

からリスク管理の参加者に移行するためには、りスクを

市民自ら判断する権利の行使、市民が環境汚染リスク

管理に参加できる社会の形成、行政による情報開示

6 科学技術動向 2001年 12月号

等が必要であるとした発表などが注目された。

地球上に存在し、生活に利用できる淡水は地球上

の水の僅は約 14億 Km3の水があると言われているが、

この内淡水は約 3%である。しカもその殆どは南・北極

地域の氷としてか 0.8%しかない。会議初日の基調講

演において、世界水パートナーシップ総裁などを務め

るM.Catley-Carlson氏は、環境破壊から湖を回復し

救済するには従来とは異なった解決策が必要であると

し、現在直面し今後さらにやって来る危機を解決で、き

るのは、多くの場合において新たな技術進歩ではなく、

私たちの水を利用し管理する心構えや方法の変更で

あるとした。分科会の講演にはヨシ群落の持つ高い水

質浄化能力に注目した発表や湖に限定せず視野を広

く水系全体としてとらえる考え方が数多く発表されたが、

自然界の仕組みを検証し、特に生態系の仕組みを重

視して社会が抱える課題の新たな解決策を探ることへ

のメッセージが示された会議で、あったと総括で、きるので、

はないだろうか。

用語説明

① Geographic Information System地理情報システム

(2)廃棄物新時代に向けての提言

~第 12回廃棄物学会研究発表会から~

11月 1日、横浜市において開催された第 12回廃

棄物学会研究発表会で、加藤三郎氏 (NPO法人環境

文明 21代表、環境文明研究所所長)による標記の題

目の特別講演があった。加藤氏は、旧厚生省および

旧環境庁在職時には公害・環境行政を担当され、現

在は廃棄物問題に関する屈指の論客の一人である。

この講演で、加藤氏は循環型社会形成に向けた 8項

目の提言を行ったo

1. I循環型社会jの法定コンセプトを共有しよう

「循環型社会」については、循環型社会形成推進

基本法での定義を基にして、平成 13年版循環社

会白書の中で「なによりもまず資源を効率的に利用

してごみを出さないこと、出てしまったごみは資源と

して利用すること、どうしても利用できないごみは適

正に処分することとしち考え方が社会経済の基本原

則として定着した、持続的な発展を指向する社会Jと

記述されている。このような定義や解釈では意味合

いが狭いと、不満を持つ専門家も多い。しかし、この



コンセプトに基づいて議論を進めなしせ、「循環型社

会j品、う言葉の概念を巡っていたずらに混乱が続く

恐れがある。

2.廃棄物を再定義しよう

リサイクル法の対象となる廃棄物について、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律(廃掃法)法にお

ける廃棄物の定義(r汚物又は不要物J)に基づく観

点で捉えてみると、リサイクルの推進に不必要と思

われる規制が存在し、循環型社会を円滑に構築す

る上で、支障となっている。廃棄物の定義とその運用

実態を1~2年かけて見直し、その後に定義を改訂

すべきである。

3.一般廃棄物と産業廃棄物の区分を見直そう

一般廃棄物と産業廃棄物の区分は、合理性を失

いつつあるだけでなく、リサイクルや処理にあたって

障害を生じているため、廃棄物の定義と一体的に見

直し、費用負担や管理の実態に即したものとすべき

である。

4. どのまちでもごみ処理を有料化しよう

市町村で、のごみの処理やリサイクルについては、

排出源(家庭や事業所)を問わず、その費用をごみ

の量や質に応じて、公平に負担することとすべきで

ある。

5. 容器包装リサイクル法を改正し、デポジット制を導

入しよう

6. 国民への周知と施策の普及に格段の努力をしよう

7. 民間団体への支援を強化しよう

8.廃棄物・リサイクル対策と温暖イヒ対策を連動させよう

加藤氏によれば、今年1月の省庁再編時に廃棄物

の所管が旧厚生省から環境省に移ったとし、うことは、

廃棄物行政が、従来の衛生行政から今後は環境行政

へと変わることを意味する。以上の提言は、ゴミゼロを

めざす循環型社会を実現させる上で示唆に富むもの

であり、新たな静脈産業育成の観点からも、今後真剣

な検討が期待される。
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1.4ナノテク・材料分野

(1 )リン酸およびアンモニウムイオンセンサーに関

する動向

「化学センサー」のなかで、「イオンセンサー」と呼ば

れる「特定のイオンを検出するセンサー」は、すでに臨

床検査のなかで電解質検査(ナトリウム、カリウム、カル

シウムあるいはマグネシウムイオンなど)に広く利用さ

れている。イオンセンサーは、体温計ほどの大きさの感

応部分を試料溶液中に浸すだけで目的とする物質を

定量でき、余分な試薬を必要としないため「環境負荷

が極めて小さしリ理想的な分析法となるO

しかし、上述した電解質に対するセンサー開発には

10年単位の長い年月を費やしてきでいる。その理由

は、特定のイオンを高感度・高選択的に認識するセン

サー材料を開発する難しさにあったO ちなみに、水素

イオンを認識する pHガラス電極は 1930年代に実用

化されたが、その後、臨床化学分析を可能にしたカリ

ウムイオンセンサーは 1960年代後半、マグネシウムイ

オンセンサーに至っては 1990年代に入ってから開発

されている。このような状況のなかで、これまで開発が

余り進展してこなかったリン酸イオンあるいはアンモニ

ウムイオンを認識するセンサー開発について、大きな

進展があった。

.l_l_ )L~.主.旦たら~.~.~..~.!主主~Jt-:ç_理本支主主開催されー
た旦本分:哲住空会第 50生会支、L 名古屋王業友:守刀

揚地昭去教援り1.~~!:~ごす~J主主主一札ま:立.E明立>::Jーたリ:/'
酵ゴオ之を認識土9.1主主主ど主ごり一機構を明Q~~J_;;_l-:
た立すでに、リン酸イオンセンサーについては、 1980

年代にジアルキルスズ、を使用したセンサーが開発され

たが、この化合物の安定性が悪く、余り注目されなくな

った。しかし、この不安定性の原因は、①スズ化合物

が加水分解されやすく複数のスズ原子を含む複核錯

体に変化しやすいこと、②また、この変化した構造がリ

ン酸イオンを認識していることに起因することが同教授

のグ、/レーフ。により見出された。この研究をきっかけに、

構造的J_;;一安定立:~Z;りー複酵錯停だ合成主ιιl主ー優む

た~_~費支てイオど_"tx_1.:ごが開一発主主9.t:りーと期.tまされるL
また、アンモニウムイオンセンサーについても、これ

まで使用されてきたナノクチン@が生体内に多量に含

まれるカリウムイオンとの識別能が悪いことで、選択性

の向上が長い間望まれてきた。閉~~会主、L慶麿義塾

主主理エ主部ーの鈴木孝治教授f!? 1./v:_三三ずーだ〉ー二Jり~!
T2T~どJ_，三f~_;Þる物質探索_tlî?ーと結果， 'さー置換l~~

-t::ど誘導践の二種がーど土2T_~よりt.J.Q一位以~t友日
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?占:て(主主イ選摂民主?高i~_~三と玄具ー出_~た且ι悶さ_0.却=討lι5班賓が
進展展-士j盃~;ζ-とJιJ三ζJ主;
一が開発される日も近いと思思、われるQ

一方、イオンセンサーを上述した無機イオンから有

機イオンに展開しようとする研究も幅広く行われるよう

になった。特に、有機アンモニウムイオンを認、識する材

料開発が、生体内に存在する様々な生体アミンの検

出も含めて進展しつつある。有機アンモニウムイオンを

認識させるためには、アンモニウムイオンの部分と疎水

性部分との両方を認識させる必要があったが、最近λー

関山_!S空薬主部の勝幸助ー教援の/(j_l:'_三7tち.主主~~土日
査'[!;(.Z主主主;三類似l~Z壬;(.T!_l:'_三どと_~_~?1!じ食物_(複

雑なー構ー造.を色合.在機zx王三立会1てfオ之}ーを強三認識土-
_~f_乙合物を昆出i_~T~_~るー〔第一却ー周旦Æ薬学会史国盟
国玄部友会>_f9_Q.t隼 11 且__~箆島))9_ 有機アンモニウ
ムイオンを認識するセンサーが開発されれば、生体内

でリセプターとして働くタンパク質に代わる人工超分子

にもなりうることからも、注目すべき研究動向である。

全1~L・_~1ーまど;土之女ごj_~班賓ー開ー~_!主:をりー速ー度主
速治主.き三進展:_.t畳二ーとだヨ?想主.主しゑ9・

用語説明

①ナノクチン
1960年代に開発されたリング状の構造をもった化合物で、

アルカリ金属イオンを輸送する機能をもっ。
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1.5エネルギー分野

(1 )燃料・動力源・駆動方式の組合せにおける自

動車の運転システム効率比較

~2::::ご去、ど政厨ーのー_~~t!~~!__RQ<:l_q___A!!Nini~t!.~tj~n

tろ空三三芝/'道路公.国)Jちー全年_HUL_~窓t!~あI_~

Y_~J主!.~1_~:ごす';7..主主ら虫食埜燃割j三おけーるI__WI:!!!~I9_--:
mh951.E理主!~_Q~y--と題士9研先立2成暴走 WEB _主主公

表ーしたんこの研究成果について、(株)いすY中央研究

所の中田輝男氏が以下のように報告した。

この研究は、自動車からの CO2ガス排出量を抑制

するために、際経3一主主lv烹ご率換装置i壬;(.2，ど警
り動方源ふー樫動友主主~~~要素J;_?~_~:_I__ ~~_通旦も.り組
会主主想定~>_鯵剥[!!J製造}J~ら泊費主主;(1)運.転主主云

:ら効空ー〔町旦lifQ75Yhεl__ gffl~_i_l:!n~x)ーを比較1:-:~組金堂
り優劣ーを定量的f;譲価_~たtりである。燃料について
は、天然ガス若しくはバイオマスを原料とする、ディー

ゼ、ル、油や燃料電池用燃料などの炭化水素系合成燃

料・エタノール・メタノーノレ・DME(ジメチル・エーテノレ)・

メタン・水素の6種類、エネルギ一変換装置について

は、オットーサイクルエンジン①・ディーゼ、ノレエンジン・

燃料電池の3種類、駆動方式については、オートマテ

ィックマニュアルギアボックス・パラレルハイブリッド方

式②.シリーズハイブリッド方式③の3種類が対象項目

である。利用する車両は小型乗用車を仮定し、今後期

待できる車両軽量化や走行抵抗低減などの技術革新

も考慮している。

比較検討の結果、天然ガスとバイオマスで共通に高

効率が得られるシステムとして、 DMEやメタノールを燃

料としたディーゼルエンジンと何れかのハイブ、リッド方

式との組合せ、および圧縮水素燃料電池と何れかの

ノ、イブリッド方式との組合せが選択肢として有望、とい

う結果を得ている。さらに、 MITや GMでの研究成果

もあわせて、以下の結論を述べている。

・駆動方式におけるハイブ、リッド方式利用は総合効

率の向上に有望である。特に内燃機関と何れかの

ノ、イブ、リッド方式の組合せで、は効率向上の効果が大

きいが、燃料電池と何れかのハイブリッド方式の組

合せではハイブ、リッド方式利用の効果が少ない。エ

会!_l:'_:r:己変換装置t;おど支L勝卦.電池J主d1t点広ー

機関_(オ~_~上=:t1?.~~三千之2;(.)j;比^ーる.と高効埜ー
だ'A，圧績着点機関i三:1_-:-::芝、lv主主立;(.)j;封土9_



効三至上り優;位f生は;k~など良~~--者!ふはなIt \λ 凸づ
程度である。

天然ガスあるいはバイオマスを原料として製造され

た DMEやメタノール、水素は、デ、ィーゼ、ル油など、の

炭化水素系合成燃料に比べて運転システム効率が

良い。電力から生成された水素利用については効

率が最も低い。

-今後のバイオ燃料の利用拡大としづ視点において

は、取り扱う温度と圧力の容易さも考慮すると、 DME

やメタノールをもっと真剣に検討すべきである。

自ー動ー草色~_包_Ç_Q2 雄出J;関士急拡扮と動n_WÂ~

種空一静一み合台一世主主ーさ免ー壬型l研._1.e_{班号11-EQ-w-h21
An号!y.~j~)_ゴごD研究成哀を総会:~_-r之さ_~とλ三:L;t!!_~y
化堂前提と_I，..::(_，-_T:{_-=~!_J:_と換杓電池だJ_~_I_;ま互免L主.
いうのが一般的結論と言える。利用する燃料の形態と

しては、水素が将来は最も有望とされてはいるが、超

低温の液体または超高圧の気体として取り扱う必要性

から自動車への積載量や航続距離への制約が生じる

としづ問題がある。水素社会の構築という視点に立った

場合、水素そのものの取り扱い、*室生産堕_!!?__ _c 9.2 

固定化λ本実務長経電池!2_::~1:重量ー:_{言現住j位確ー停ー

なとC問題解決~;~寺ー開主主?かーるOy室長長i主主ー杢班~_
交の提一案りよ2主_J?MJL1'i1"どごJv主T_':{_三yJvと燃

樫電池の共通際相主主主i理態l'bj注目ーJ;j直Ì_~9_

用語説明

①オットーサイクルエンジン

内燃機関の一種で、ピストン四行程の聞に断熱圧縮・等

容加熱・断熱膨張・等容冷却のーサイクルを行う等容サイク

ル機関であるが、本研究の中では、圧縮着火機関(ディーゼ

ル)との対比で、火花点火機関の総称をオットーエンジンと

称している。

②パラレルハイブリッド方式

エンジンと1¥ッテリーから給電されたモーターが車輪を駆

動する方式を言う。二つの駆動力を状況に応じて使い分け

し、動力の流れが並列であることから「パラレルハイブリッ

ド」と呼ばれる。エンジン動力でバッテリーを充電しながら走
行することも可能な方式である。

③シリーズハイフ1)ッド方式

エンジンで発電機を駆動して電力を発生させ、電力をモー

ターに給電して駆動する方式を言い、動力の流れが直列で

あることから「シリーズハイブリッドJと呼ばれる。小さな出力

のエンジンを最も効率の良い条件で運転しJ心yテリーも充電

しながら走行できるという長所があるが、モーターが大きく重

くなるという欠点もある。
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1.6製造技術分野

(1 )新しいプロピレンオキサイド製造法

プロピレンオキサイドは、エラストマー(ゴム状弾性を

有する物質)、塗料、接着剤などの原料として我が国

で年間約 30万トン生産されてしも工業上重要な化合

物であるが、住友化学工業が開発した新しい製造法

が C&EN，22 Oct. 2001で紹介された。

:ぎ旦一τv/:オ主~1r:'_I立一現tL~主記り2-') 0)友i去すー製
造守され~-r~_~るーが_，__ii!rhtE_量のJ佐産物が生成ーすこる為t!;
j芳産物ーりー需要ー?とf匝揖動血0)髭饗主乏け易均三今fとん
1) プロヒ。レンに塩素と水を反応させ、生成したクロル

ヒド、リンを水酸化カルシウム或いは水酸化ナトリウ

ムで処理する方法。(併産物:塩化カルシウム或

いは塩化ナトリウム)

2) イソブタン或いはエチルベンゼ、ンを酸素と反応さ

せて得られたハイドロパーオキサイド(過酸化物)

で、フ。ロヒ。レンを酸化する方法。(併産物:ターシャ

リーブ、チルアルコール或いはスチレン)

住友f己主壬業i主よ記21り友法主j_1Z~空ど或ーどi主主
チルベンゼンの代わりにイソプロヒ。ルベンゼン(クメン)

主用-~_~:-喝生成主9.1_三!~Z!~?ご立主』思惑ど一水素j乙，_I，..:
:(1;之iζ戻士二とιJ;旦>_11t:産物ー玄生成Lーなど麓1:~_~
70'竺Zりー構築1;成功L-立し住友化主主業見ζりー妻~_I，..:
Y_::1_~土._7，.:を採用Lた:1_?~上主ー 2003四年!;主主主1国;支援
動させるとしている♀

なお、併産物を生成しないプロセスを目指し、過酸

化水素によるプロヒ。レンの酸化およびプロヒ。レンの酸

素による直接酸化が検討されているが、過酸化水素の

価格が高い、或いは反応の選択性が著しく低いなどの

ために開発には成功していない。
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1.7社会基盤分野

(1 )日本都市計画学会が「新世紀日本の都市づく

りビジョン』を提言

21世紀の日本の都市をめぐる状況(少子・高齢社

会、低成長化での活力持続や分配の公正さが課題、

アジア中進国との経済・人の交流・競争関係が高まる、

情報技術が人間社会を変える、エネルギー技術が都

市構造を変える、モノの生産・消費・廃棄を縮小するこ

とを是とする価値観の転換が進む)を大前提として、都-

I君主会ffi.._Qj都ー市_c!?_~'~、三ョ:/主描主主主A1ーを実現\:t_{?広
ど意味支り都ー市武覇の友法t;関ー士五以王ーrI___1り握貫ー
がされたg

A.都市社会ビジョン:

1.多様な生活スタイルの選択を包容する都市

2.多重コミュニティが支える市民社会

3.創造性に支えられた産業発現の場

4.多様で個性的な豊かな風土が形成される都市社会

B.都市ビジョン:

5.共生を実現する自然親和型都市づくり

6.ゆるやかな連携により自立する都市

7.自由と安心を享受できる都市

8.豊かな「間(ま)Jと「時(とき)Jが生み出す日本型

都市空間へ

C.都市計画ビジョン:

9.都市計画における公共圏の拡大にねざした社会

的ルールの再構築

10.地区の発想から始まる都市づくり

11.多様な用途の共存を成り立たせる空間秩序

12.公民パートナーシップによる都市開発システム

13.負荷の小さいモノと人の循環システム

14.個を集団に展開する広域調整システム

15.環境都市計画のシステム

16.参加と合意形成を促すわかりやすい計画過程

17.信頼にもとづき市民の価値を代弁する専門家

部車社酉J主本ま.，社会計周と:_~:-çり;慢'J面;を強三静~?9__

乏のた，~)__t土会ー思想i主都市ー計画り鼠聾之島99__今回
のビジョンでは、顕在住し，_-rーさ:口三塁>_̂閉I_:.i土会.りー種k

C閉題を都車計画担重要課題と認識し_~L~閉D生遅
発達をー玄之るー都m.ゴ三:_~JJ;真正ー面企ら毘~~-~Jl_覚!貫
主必要:-rあ9主君主99_:歪む県警閉家主J土台貢1王7立I主
な三，，_hる，""主主旦本2土会ーりー姿:1;:閉ーし支点?.J子:位_(Q_i主会ー

思想主国民g;醸成さ.私tt.tthばtt.!2.なy_~9.・
(茨城大学工学部金利昭氏)
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(2)西南日本で発見された地殻底低周波徹動

地殻渡部広域y;お~y_~_主低周波微動点度ー子~_~生h-_1:
" ¥，るよ二とだ発昆主主L立Q_この微動は、高密度の高感度

観測網(Hi-net)の最近の展開により西南日本の広い

範囲で観測されている。多三位発生源l主Z1J.!_l;_O_::-:J海Z
v二上 (J) 法長込みー貰E';お~tt{?_1:~ごJ:_-t国Æ__;3_9_~

生体.mJ三達Ì_{?1、ご':/(J)裏よさー還さ 20'士旦Qk~__り塊殻
底であるQ_2Hzないしそれ以上の微動が卓越し、震動

継続時間は数時間から数日、ときに数週間に及ぶ場

合もある。エネルギーの集中する波群があり、それを低

周波地震として抽出し、震源の位置を決定した。 S波

の波群と考えると震源がよく決まる。低周波地震の震

源の分布から、低周波微動の発生場所が推定された。

発見の糸口:

1)友主主気象庁λー随袋到主誌鍍研究鹿主主どーり.観測

績を.二孟{じ」ー主QJ;閉箆度ー{じ~t;:;J-H二明L高感度ー
地震観凱絹だ整備.さ_:tY.~主主主λ広域り懲.動玄担揮.
L易三!_~_?;主主主ι
2)低周波地震と呼ばれる現象が注目されてきてい

て、そのタイプの地震を司臭9且坦責ョ:主主た5.と9・・

この現象の地球科学的意味や課題:

1)地殻深部.誼体り活動ーを示唆ι

2) 詑長込長賛l壬長!tゑ脱本.過謹E~f主主振動源主主
唆。

3) ð_l止l_直主_(Q_Y_~~_rJ)_挙動J;~似た開ー隙塾本企活ー

動主主唆A・

4)フィリピン海プレートの沈み込み帯のうち、微動

が発生~_1"_y_~会ど場斑L記J1!:車道ふ周回裏.郁.などi
iλあゑ於L全(J);理由ー詑主主:全企?玄どな~~_o__

5) 通賞豆地震活動~~_~震動.り.費生玄誘発Ì:る三とーり.
志摩gJ円tl_;_~Q9.t_~__L!l_M__ê:りー芸壬地震{M~:生tc!?_

産後な'_12盟国酉部E徴敷設?鼠発位したι

6)微動長期.活動.と芝/!_上三/!_?::_c!!_関[係_(Qffi唆ι長期

的活動には、数週間以内の活動期と数ヶ月の静穏

期が見られる。プレートの運動との関連はどうか。

将来の科学技術に与える影響:

1)広三手込?t:費支り~tç塊震発生の三1J.::_:5_1:'::りー研2
K1f.効主f責曹室長主主?_CL

2)沈み込み帯だけではなく内陸地震り費.生三#三ぎ

会の解ー~J三有志.なJ青空軍.を提供士る:"Q._
3)以上の研究が進展することによりー地震壬却ーの班賓

J;弾み宣車たE主主主態佳芯あるι

(東京大学地震研究所佃為成氏)



1.8フロンティア分野

(1 )海洋深層水の食品利用の現状

食品膜技術懇談会第13回秋季研究例会における

久武陸夫氏の講演要について、(財)高知県産業振興

センター都築俊夫氏より以下の報告があった。

国内外における海洋深層水の食品利用開発状況

の報告。高知県ー工業ー誌飯土どi:-:-:-J';長ど:豆、_~ち武陸
去民ーを守一心ーとL丈ー1990生堕虫色車産続Ji)f君主ι主主た、一

室Eヲー海i主深層ーホり食品別層研君主i詰L三報告主h_T
T13iq-外国では自然エネルギー研究所(ハワイ)、ベノレ

ゲン大学海洋生物学部(ノルウェー)、国内では他に

富山県、沖縄県のそれぞれの研究が含まれている。止-

f里主f~J主網羅ーし:ç_~_~るJと思--:)主主 y_\:，ー
室戸深層水から見た深層水の特性として、

~j~混支定住〔窒[E'交空中 10田?と15一度。

-直栄養〔煙物-;(_?_ど1上どり業養素芯委_~_~~
'_r責浄f生{微生物[f雪染担金ーなど).
があげられる。

こうした特性を利用して、高知県においては深層水

が食品産業に多用されている。

全1去りー深層ー本主!l用(/)可能性民前記(/)3静I生堂如何
i三産業i三者リ周~Ty_~:;~_~~;あるーと指揮いー

・低温安定性を省エネ、低コストの冷媒として利用

(NEDO研究事業)

-富栄養を有用特殊微細藻類の大量培養に利用し、

ガン抑制物質などの医薬品原料等の開発

-清浄性を水産種苗生産に利用

・ミネラル成分調整法の開発と最適醸造用水などの

生産(NEDO研究事業)

の各研究が始められている。

海洋深層水の特性と機能の研究については、未だ

始まったばかりであるが、全鋒，，_1';.ーさ立進展と芸.I.;'_主1)周ー

可能庄が拡1s土る主昆白む:玄1t'るι
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特集 ノtイオインフォマティクスの動向

2.特集:バイオインフォマティクスの動向

ライフサイエンス・医療ユニット 庄司真理子、茂木伸一

2.1 はじめに

2001年 2月に国際解析チームとセレラ社からそれ

ぞれヒトゲノム配列の概要が報告され、 60以上の生物

種のゲノム配列が決定されてきていることから、遺伝

子発現解析、タンパク質の構造決定、プロテオーム解

析、分子間相互作用解析等をはじめとする、いわゆる

ポストゲ、ノムシークェンス研究が本格化してきた。これ

らの研究において、膨大で多種多様な生物情報を効

宅よ三整一理!館前L、乏のー生物空泊三医?主的意味玄!明ー

ら均三l;i二る主主主)&::、ー璽支あ仏ー三?でfオ~1_~之:才オ'?Tゴ2_Z-_
Lf?Jg j!!f9_r:~_~tj~~) が必要不可欠となっているQ

本稿では、ヒトゲ、ノム研究を中心とするバイオインフオ

マティクスの概要を説明し、この分野の課題を述べる。

2.2 バイオインフォマティクスの定義

バイオインフオマティクスは、生命科学に情報科学

的な視点や概念を導入した研究分野であるが、近年、

この用語の意味する範囲は広がってきている。

東京大学医科学研究所の高木利久教授は、バイ

オインフォマティクスを以下のように定義づけている。

調べるべき、あるいは、実験で確かめるべき膨大

な探索空間(例えば、遺伝子やタンパク質の数、ある

いは、それらの相互作用の組合せ、など)を狭めてく

れる情報技術およびそのための基礎理論

米国では、国立衛生研究所(NIH)の生物医学情

報科学技術イニシアチブ、(BISTI)コンソーシアムが、

バイオインフオマティクスとコンビュテーショナルバイオ

ロジー(ComputationalBiology)としづ用語を使い分け

て定義している。
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バイオインフォマティクス:

生物学、医学、行動学、健康に関するデータの取

得、蓄積、体系化、データベース化 (archive)、解析

及び可視化を含めた展開のためのコンピュータツー

ル及びアプローチの研究、開発または応用

コンビュテーショナルバイオロジー:

生物学、行動学及び社会システムの研究に関する

データ解析手法、理論的手法、数学的モデリング

技術及びコンピューターシミュレーション技術の開

発及び応用

両者とも本質的な概念は同様であり、 NIHでは当

面の課題を具体的に表しているものと言える。本稿で

は、 NIHの定義するバイオインフオマティクスの事項を

中心に述べる。

2.3バイオインフォマティクスの位置づけと分類

2.3.1 バイオインフォマティクスの位置づけ

バイオインフォマティクスは、主にゲノム解析を活用

したライフサイエンス分野の研究を支える基盤技術の

ーっとして重要な役割を担っている(図表1)。

2.3.2ポストゲノム研究におけるバイオインフォマテイ

クスの分類

図表 2には、ポストゲノム研究の方向性と、それに対

応するバイオインフォマティクスのデータベースおよび

データ解析手法を示した。ポストゲノム研究は、「構造

の世界」の研究から「関係性の世界」の研究へ移行し

てきており、さらに、生命のシステム的な理解を目指し

て、細胞や個体の機能 (1機能の世界J)の研究を志

向している。

「構造の世界」には、 DNA塩基配列やタンパク質立

体構造などの解析が分類される。この解析で一般的

に用いられるデータ解析手法の一つに、ホモロジー

(相同性)検索がある。これは、配列を比較し、そのホ



モロジーから遺伝子の構造や機能などの知識を抽出

する方法である。この他にも、遺伝子配列に観察され

る統計的な特徴から遺伝子の位置を推定する手法な

どが開発されてきている。

「関係性の世界jには、遺伝子のスイッチのオン・オ

フを見る遺伝子発現解析や、タンパク質問などの相

互作用を見る分子間相互作用解析などが分類される。

ここでは、種々の条件下における遺伝子発現情報に

よる遺伝子分類や、アミノ酸配列から予測されるタン

パク質の物理化学性などを基に細胞内でのタンパク

質の挙動を予測する細胞内局在位置予測とし、った解
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析が行われている。

「機能の世界Jには、細胞問でのシグナル伝達や個

体発生のメカニズムなど、の解析が分類される。ここで

の有効なデータ解析手法は、ほんの一部を除いてま

だ開発されていない。

現在は、「構造の世界jの研究開発に関しては、 重

点的に公的資金が投入され、整備が進められている。

しかし、 「関係f生虫世界jff機能りー世界ムー主q，ζ〔機

能り一世界一J.E;長ける_T三一空ーマ三土Z整備_-¥¥一三三ls解杭

手法~C!?_?S_規模な取組民主ど!~主企ど主/)なずり民

階1ごあ~，苧:今ー後段戦略的ーな推進友第点必要支\ある旦

図表 1 ライフサイエンス分野におけるバイオインフオマティクスの位置づけ

革新的な予防・診断・治療技術の開発など

(ゲノム創薬、テイラーメイド医療、再生医療、機能性食品、予防・診断技術など)

(科学技術動向研究センター作成)

図表 2ポストゲ、ノム研究におけるバイオインフォマティクスの分類

研究概要 データベース データ解析手法
進研

DNA塩基配列、遺伝子多型、 ホモロジー(相同性)検索、 行究

配列
タンパク質アミノ酸配列、 遺伝子発見、モチーフ抽出、

ー
中開

発立体構造
タンパク質立体構造など タンパク質立体構造予測など カT

関係性の 発現

局在
世界

相互作用

機能の世 細胞機能

界 個体機能

(東京大学医科学研究所高木利久教授の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成)
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2.4バイオインフオマティクスの現状

2.4.1データベース

(1 )データ量の増加

解読された DNA塩基配列などは、公共データベー

スである GenBank(米)、 EMBL(欧)、 DDB](日本 DNA

データノくンク:DNA Data Bank of ]apan)のいずれかに

登録することになっている。三者のデータベースは相

互にデータのやり取りを行っているため、データ内容

はほぼ同じになっている。近年、 mRNAの部分配列

(EST)が多数登録されたことや、各種生物の DNA塩

基配列が次々と明らかにされたことを反映して、ここ数

年り;ぢ三空量(J)増加ーは著ーしえ、 2001年 1月には約 111

億塩基、 2001年 10月には約 141億塩基の配列が登

録されている(図表 3)。

データ構築の際には、単に塩基の文字列を羅列す

るだけでなく、遺伝子領域の位置やその構造や機能、

またその遺伝子に関連する文献など、解析の結果分

かった事項の注釈づけ(アノテーション)を行い、それら

の情報も併せてデータベースに収録している。今後は、

ここに示した配列データ量が増加することに加えて、配

列データのアノテーションを質、量ともに充実させること

が重要で、あるQ

図表 3DDBJに登録されている塩基数の推移

塩基数
(億塩基)

120 

100 

80 

60 

40 

_ _1 m 11m図圏4i
冷 〈令、冷、冷冷、冷 4。冷

J事<'，_T$<' r_T$<、ぷ<' T̂$<、必<'ぷ<'魚、

20 

p 

n..O:J"" n，.Oj"" n..O:JV n..Cb' n.OjV n..~J "，C)'Vぷy，. ，-.マ，-.，-. ，-.ザザ

(DDBJのデータをもとに科学技術動向研究センターで作成)
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また、様々な条件の組合せによる遺伝子発現や分

子間相互作用のデータなどが加わることにより、データ

は複雑民v仁三る~Q. 従って、 1j至理.~Z."t.今良子一~_':"-:YJ面支、

1主人賞ι高速化~T'.1_~手~?;容量り-増ガHが必要I_;なるJ

また〉ー喧定者J主主.る;之ど空-----ミイ豆ミイーりー夏新t;:J:'り，高品
質主_T:~!!_玄蓄月責J....，lご:y_~:;~と~重要な号車J題で、ある。

(2)データベースの例

図表 4には、ゲノム研究等で利用される代表的なデ

ータベースを示した。 一般に、タンパク質に比べて

DNAの方が精製しやすく、 DNAシークエンサーを用い

ることにより配列を比較的容易に決定できることから、

DNA塩基配列のデータベースが最も規模の大きいも

のになっている。 DNA塩基配列の公共データベース

には、 (1)で述べたデータベースのほか、ヒト遺伝子の

DNA塩基配列や一塩基多型(SNPs)のデータベース

などがある。

また、タンパク質のアミノ酸配列、機能を予測するた

めに有用なモチーフ配列、立体構造のデータベース

などがある。このようなデータベースは世界に約 400種

類あると言われている。なお、 NucleicAcids Research 

誌の毎年l月1日号が、各種データベースの特集号に

なっている。

また、我が国に関して言えば、パスウェイデータベー

ろなとい三?注?り-<でご空...--.::二主主除_~_'-~:L_処国企らÍl.顛
繁にアクセスされるデータベースは数少ないと言われ

ている。ポストゲノム研究において我が国が主導権をと

っていくためには、あ_9.程度り規.模と独且の同容ーをーも

了") .支三-?_~~~再生構句集!でて:てに我が国主~.2世界ーI;J青.報室
発信していくことが必要であろう。
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図表 4 データベースの例

データベースの データベース名称 データベースの主な内容 データベース名称

主な内容 (運用国) (運用国)

GenBank(米)、 SWISS-PROT 

DNA塩基配列 EMBL(欧)、 アミノ酸配列 (欧)、

DDBJ(日) PIR(米)

ヒト遺伝子の
UniGene(米)

アミノ酸配列
Pfam(欧)

DNA塩基配列 ドメイン

一塩基多型
dbSNP(米)、 アミノ酸配列 PROSITE(欧)、

JSNP(日) モチーフ BLOCKS(米)

OMIM(米)、 タンパク質
PDB(米)、 SCOP

遺伝病 (欧)、
Mutation Database (欧) 立体構造

CATH(欧)

総合的なヒトの配 HGREP(日)、
パスウェイ

KEGG/PATHWAY 

列情報 Ensembl(欧) (日)

ヒトの総合情報
LocusLink/Refseq (米)、

文献 MEDUNE(米)
GDB(カナダ)

(科学技術動向研究センター作成)

(3)データベースの統合化 ることなどを検討している。

バイオインフオマティクスを用いた解析では、一種

類のデータベースだけを用いることは少なく、様々な 図表 5 データベース総合検索システムの例

データベースや検索システ

ムを組み合わせて行われる。そのため、各種データ

ベースや検索ソフトウェアをWeb上でリンク付けさせる

ことによって統合化したシステムが構築されてきている。

代表的なデータベース総合検索システムの例を図表

5に示した。

データベースの統合化に関する課題としては、デ

τ?!-:::_三ÄIりー乏でて空去:_~友~全検;寒ゑ{全 0)記述友
式などの標準化や統ーが図られていないことが挙げ

られる。そのため、研究対象ごとに特有な概念や用語

を使うのではなく、統制主ました語集?と起述友法J;よゑ
性悪ー的立理論ーー(丈/上主主主τ)-~-~襲築り重要注も指摘
されている。

例えば米国では、 INCOGENや Oracleなど 40以

上のバイオ企業および情報系企業等から成る

Interoperable Informatics Infrastructure 

Consortium(I3C)が発足し(2001年 1月)、ライフサイ

エンス分野におけるデータ交換・管理等における標

準化を推進する活動に取り組み始めている。 13Cでは、

XMLによるデータ記述や、通信プロトコルを標準化す

デタベス総合

検索システム
サービス提供機関

DBGET(日)
京都大学化学研究所、東京大

学医科学研究所

Entrez(米)
米国国立バイオテクノロジー情

報センタ (NCBI) 

SRS(欧)
欧州分子生物学研究所

(EMBL) 

(科学技術動向研究センター作成)

2.4.2 ハードウェア

2.4.1.(1)で述べたように、バイオインフォマティクス

では急速なデータ量の増加などから、ハイパフォーマ

ンスコンヒoュータ(スーパーコンヒ。ュータ)を基盤にした

高広な噴ー顎K23TJA構築りー必要~t生ーむ高主?J;"_~_'.る。
ゲノム解析に必要とされるコンピュータの性能は、図

表 6のように試算されている。また、生命系のような複

雑な系を記述し、シミュレーションする技術などの展

開も含めると、 1~女三と弘数壬台_ï?_~0__1__五:台
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-t立-t.~主主5並乏リ:機:芝、ー数土 Te旦_n91?!，___/，!_~Q_数百ー
工~_r:<:t__f1 9_P_~ーが必要とされている (1ゲノム情報科学にお

ける我が国の戦略についてJ(2000年 11月、科学技

術会議ライフサイエンス部会ゲノム科学委員会))。

一方、 2001年 11月に発表された世界中のハイパ

フォーマンスコンピュータのランク付けTOP500におい

て第一位である A~q__Y{hi!~dちーピ二土住能_L~，_~I_~!，_~
.fl_qR~_ で、あるO

またバイオインフォマティクスでは、並列処理アルゴ、

リズ、ムや並列コンピュータの開発が進められているが、

その一方で、ハイパフォーマンスコンピュータ上で、動

1t:士る'Z1:!Uとご士会f旦ピー旬並刻化型軽LIt¥二となと苫ー三

Zl面jり対&ーだj主主~----q-~亙と三:Þれ:I).:-'_~9__ (注:flops

は 1秒間に浮動小数点計算を何回行えるかとしウ、

計算機の演算性能指標の一つ。 Tera=1012) 

図表 6主なゲ、ノム解析に必要とされるコンビュータ

性能

ゲノム解析 性能(flops)

タンパク質ファミリー分類 Tera 

系統発生図 10 Tera 

シークェンスアセンブリ 102 Tera 

シークエンス比較 >102 Tera 

遺伝子モデリング 105 Tera 

(米国 DOE の科学シミュレーションイニシアチブ

(SSI:Scientific Simulation Initiative)レポート rAdvanced 
Computational Structural GenomicsJの2000年のデータを

もとに科学技術動向研究センターで作成)

2.4.3 データ解析手法とソフトウェア

データベースから目的とする知識を発見するデータ

解析手法とそれを実行するソフトウェアの例を図表 7

に示した。
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図表 7主なデータ解析手法とソフトウェア

解析手i去 11 解析の概要とソフトウエアの例

ホモロジ-1配列を比較し、そのホモロジー(相

検索 l同性)から知識を抽出する方法で、

最も一般的に行われている解析方

j去。 BLAST FASTA 、

Smith-Watermanなどのほか、弱い

相同性をも抽出する感度の高いプ

ログラムである PSトBLAST や

SAMT99などがある。

遺伝子発 l遺伝子配列に観察される統計的な

見 l特徴に着目した推定方法。ホモロジ

一検索では発見できない未知の遺

伝子配列を抽出する方法で、

GENSCANやD1G汀などがある。

モチーフ抽 IDNA結合部位や酵素活性中心など

出 1の機能部位がもっ特徴的な短い配

列(モチーフ)を見つけだす方法。ア

ミノ酸配列のモチーフを集めた

PROSITEなどのデータベースに対し

て配列を比較する手法などがとられ

ている。

細胞内局 lアミノ酸の疎水性指標や電荷などの

在位置予 l物理化学性や局在化シグナルなど

j則 の配列を基に、タンパク質が生合成

された後、細胞内のどこへ行くかを

予測する。シグナル配列の位置を

予測する SignalP、局在位置を予測

する PSORT、膜貫通領域を予測す

るSOSUI、TMHMMなどがある。

タンパク質 l配列の相向性からタンパク質の立

立体構造 1体構造を予測するホモロジーモデ1)

予浪IJ Iングとして、 Swiss-Model、

MODELLERなどがある。また、立体

構造の比較から類似性をみる

DAしI、MODBASEなどがある。

(実験医学「ゲノム医科学と基礎からのバイオインフオマテ

ィクス(Vo1.19No.11(増干IJ)P.61-師、 P.73-81)Jを参照し、

科学技術動向研究センターで作成)
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2.4.4バイオインフォマティクスの産業化 2.5 バイオインフォマティクス推進への取組

近年、先進国を中心にバイオベンチャー企業の活 2.5.1 政策的な取組

動が盛んであり、 2000年には、我が国に約 160社、米

国に約1，300社、欧州に約 700社のバイオベンチャ

ー企業が存在する。

バイオインフオマティクス分野で、は、既存のツール

やデータベースを利用者向けにカスタマイズしたデ一

空ターごzλ'/7守上守王7τ?笠主提提-供色.士る
企業業-なとだ:活活-躍L:玄玄どるL ゲノム情報を用いた実際の

研究開発では、公表されている公共データベースや

ソフトウェアだけでは不十分で、あり、高度なセキュリテ

ィ、 J解析.7-1:::"三丘り高速1七)~.研究内室g~即L立Z.~1_

管理主J手三.j.:._1:.検案玄援を:主主主主左足要玄ーされるーた
めである。欧米の主なバイオインフォマティクス関連の

バイオベンチャー企業を図表 8に示した。

図表 8 欧米の主なバイオインフォマティクス関連ベ

ンチヤー企業

会社名 主な事業内容

Incyte Genomics (米) cDNAデータベース、遺伝子

発現(DNAチップ)など

分泌タンパク質、膜タンパク
Human Genome 

Sciences(米)
質データベース、遺伝子薬

開発など

ゲノムデータベース(ヒト、マ

Celera Genomics (米) ウス、ショウジョウパヱ)、プ

ロテオーム、 SNPなど

Gene Logic(米) 遺伝子発現データベースな

ど

CuraGen(米) 遺伝子発現データベース、

SNPデータベースなど

Genset(イム) SNPデータベースを用いた

疾患解析など

deCODE genetics 臨床データベース、家系デ

(アイスランド) ータベース、多型性データベ

ースなど

(rゲノム医学の最先端と世界のバイオベンチャー『ゲノム

情報系ベンチャー(p.96-102U羊土社(2001年)Jをもとに

科学技術動向研究センターで作成)

近年、バイオインフォマティクスは、ゲノム研究の推

進を図るために必要不可欠なものとして、世界各国で

政策の重点化が図られている。我が国及び米国にお

けるバイオインフオマティクスの主な推進拠点を図表9

に示した。そのほかにも、大学を拠点とした取組が活

発に行われてきている。

我が国では、第 2期科学技術基本計画(2001年 3

月、閣議決定)において、ライフサイエンス分野で、重

点的・戦略的に取り組む課題のーっとしてバイオイン

フオマティクスが挙げられている。「平成 13年度科学

技術の振興に関する重点指針J(2000年 6月、科学

技術会議政策委員会)でも、バイオインフォマティクス

は重点化項目のーっとして挙げられ、 2001年度予算

支民J_9_1dl意目がー社主ーさ払た9_2001年度より、文部科

学省では科学技術振興事業団にバイオインフオマテ

ィクス推進センター(東京都千代田区)を、経済産業

省では生物情報解析研究センター(東京都江東区)

及び生命情報科学研究センター(東京都江東区)を

新たに発足させている。また、 87社の民間企業が参

画しているバイオ産業情報化コンソーシアム(jBiC)で

は、産学官連携のもと、バイオインフォマティクスの研

究開発が進められている。
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図表 9 日米におけるバイオインフオマティクス推進のための主な拠点

日本 I ~ 文部科学省寸ー国立遺伝学研究所生命情報・ DDBJ研究センター

ト東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター

ト京都大学化学研究所バイオインフォマティクスセンター

←理化学研究所ゲノム科学総合研究センター

」科学技術振興事業団バイオインフォマティクス推進センター

~ 経済産業省 T 産業技術総合研究所・生命情報科学研究センター(CBRC)

」産業技術総合研究所・生物情報解析研究センター(JBIRC) 

バイオ産業情報化コンソーシアム (JBiC)

米国 I~ 健康福祉省(DHHS)

etc. 

国立衛生研究所(NIH)

ト一国立医学図書館(NLM)

L 国立バイオテクノロジー情報センター(NCBI)

仁国立パ仰デイカルイメ-~/Jf バイオむ幻M研究所(NIBIB)

国立一般医学研究所(NIGMS)

しバイオインフオマティクス・コンビユテーシヨナルバイオロジーセンター(CBCB)

ト一国立ヒトゲノム研究センター(NHGRI)

」一生物医学情報科学技術イニシアチブ(BISTI)コンソーシアム

》 エネルギー省(DOE)

生物・環境研究局(BER)

》 全米科学財団(NSF) etc. 

米国では、国立衛生研究所(NIH)を中心に早期より

バイオインフオマティクスの推進が活発に行われている。

米国のバイオインフォマティクスの中核を担うNCBIをも

三一円_"-M__c!!__?_QQJ__年産壬算ーl主砲2一億生，~9_Q_万~t:'!.Uj約
290 '億四iである。また、 2001年にはバイオインフオマ

ティクス研究を助成する機関として、バイオインフォマ

ティクス・コンピュテーショナルバイオロジーセンター

(Ç~ζ回出新設さ品λ却害度は前I_J ， Q9_9__ _;Q}/l:.必:Þ__n

(意同i主主主主どJ_;助成ー士五ζ主と1::Iy_:_{29_そのほか、

エネルギー省(DOE)、全米科学財団(NSF)、国防総省

高等研究計画局 (DARPA)などにおいてもバイオイン

フォマティクス分野の研究推進が取り組まれている。

欧州では、欧州分子生物研究所(EMBL)及びその

中の機関の一つである欧州バイオインフオマティクス研

究所(EBI)、さらにサンガーセンター(英国)などを中心

に推進が図られている。 ?_9_QQ__~_c!!_欧州~;長はるー公的

なィ_~:i主1とZ_~_~_z:~t7_~_T算l主;，__l__億竺三旦〔約一100
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(科学技術動向研究センター作成)

億四よ."f_~む仏:をJQ~_Jmu;!主_L_QQ9__万三三旦(約ー 10

億目)点投資志士}O:I~_:益Q_

2.5.2 人材育成への取組

近年のライフサイエンス分野の研究では、保有する

バイオインフオマティクスツールの品質・性能や、それ

を使し、こなすテクニックが、研究開発の進展に大きく関

係する。そのため、ツーノレを使いこなせる人材や、より

優れたアノレゴリズ、ムやソフトウェアを開発で、きる人材等

の需要が急速に高まっている。しかし、この分野は新

興分野であることから、十分な人材が確保できておら

1\一全国ーともλ材育成り対策お重要課題ーとな?:I~_:9.Q_
「ゲノム情報科学における我が国の戦略について」

(2000年 11月、科学技術会議ライフサイエンス部会ゲ

ノム科学委員会)では、当面の人材育成について必要

とされる事項を以下のようにまとめている。



① 即戦友恒養成:既存の人材を活用するための研

修・訓練プログラムの開発、訓練の機会及びイン

センティブの提供

② ~長期的ーなA材良育成:大学院の専攻や学部の

学科の整備等、研究交流・試行錯誤の「場」として

の拠点形成

①に関しては、例えば、 2001年度より科学技術振興

事業団のバイオインフォマティクス推進センターでは、

東京大学医科学研究所と共同で、実践的な研修プロ

乏，7.主主色るJ，空:ど~~Z.7.~.~講座jJ;;l啓一切~h強め主主
ここでは、研究者を対象に、データベースや解析ソフト

ウェアの利用法を習得するためのプログ、ラムを開催し

ている。

また②に関しては、 2001年度の科学技術振興調整

費により、バイオインフォマティクスの人材育成事業が

始められ、 4つのテーマが採択された。これにより、例

えば慶麿義塾大学では、理工学部に生命情報学科を

新設する「システム生物学者育成プログラム」を開始し

た。本プログラムでは、警部ー教育:~.，jじ主主ー物理工f責報-，

J数主主主基礎~;;おきλー生物ーを型解T9友法と~~τ史実験
と計算機f主主主1車得主堂'.9.0 そして、製薬会社やコンビ

ュータ会社、コンサルティング会社などの産業界へ、年

間 40名程度の学部卒業生、 25名程度の修士学位取

得者を供給することなどを目標としている。

米国においても人材育成は重要課題として取り組ま

れている。 NIHの研究機関において、人材育成への取

組を行っている主な機関には、フォガティ国際研究所

(FII)、国立がん研究所 (NCI)、国立老化研究所

(NIA)、国立一般医学研究所(NIGMI)、国立医学図

書館(NLM)、国立ヒトゲノム研究センター(NHGRI)な

どがある。その中で、例えば NLMでは、エール大学や

コロンビア大学など、 12の人材育成プログラムに助成金

を出資している。

2.6 おわりに

バイオインフォマティクスは、ライフサイエンス分野の

研究を支える基盤技術であると同時に、異分野融合型

の生命科学を担う新しい領域として捉えられる。

現在、 DNA塩基配列やタンパク質立体構造を解析

するためのデータベースやデータ解析手法の整備が

進行中である。今後は、細胞機能子伺ー{杢機ー龍りー研完
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f;求~0.札9，.7::三クー~二J手?去三主解i貫主1去の亦窓
閉発玄戦略的J.~J5t進して-Cv'三必要だあるー。
データベースは全ての解析のもととなるため、データ

には常に高い品質が求められる。アノテーションなどの

乏で-::~，豆務笠L適切な?でご一空ター三三貸一理主維樫~~Y.~
くことが重要である。また、効率的なデータベース検索

やデータ解析には、データベースの統合化などの取

組も必要である。

ハード面については、現在の最高性能のハイパフォ

ーマンスコンピュータで、も、種々のゲノム解析に必要と

主札討生態[;;f主足りな日状況支あ弘主.~y;蛙能主血よ
させることが望まれる。また、ハイパフォーマンスコンビ

ュータ上で動作するアプリケーションの並列化などソフ

ト面での対応も望まれる。

我が国では、バイオインブオマティクス推進のための

拠点形成や人材育成のためのプログラムなどに関する

取組民主主蛤りられ立ばなり支h:る。今後の生命科学

におけるバイオインフオマティクスの重要性を考慮する

と継続的ーな施策だより二層望主ιるι
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3.特集:バイオエネルギー利用の動向と展望

環境・エネルギーユニット大森良太
ライフサイエンス・医療ユニット 長谷川 明宏

環境・エネルギーユニット根本正博

3.1 はじめに

今日、われわれは地球規模のエネルギー・環境問

題に直面しており、エネルギー (Energy)、環境

(Environment)、経済成長(Economy)の三つをし、かに

充足していくか、すなわち 3E問題の克服が要請され

ている。

特に地球温暖化対策については、種々の経済的・

技術的オプションが提案されているものの、個々の効

果はいずれも限定的であり、費用対効果を考慮、しつ

つ、それらを適切に組み合わせて対処してし、かざるを

得ないのが現状である。わが国としても的確かっ柔軟

な政策遂行の基盤を確保するため、多様な地球温暖

化対策技術の研究開発を推進していく必要がある。

本稿ではこのような地球温暖化対策オフoションの一

つでもあるバイオエネルギ一利用を取り上げる。最近、

ィ~1_北.:I.主!v主ごι対士9_閉企J主急速 L::;. 育ま----:>玄-~三
り_)_政厨門:立もーイゴ1_~主主!_J:_:f.ごをf新主主!!:_~-三主!!
用笠む促進J三開:主る鞍別措置司法_J__(杢成~_1f.~A施江主
以T[.新主主法一Jーと~_~2)J三基ゴ三導A玄玄但援措置り;対材社-
季象まと土3ゑ2主主L三頂要-り規定ρ整備-を検討L玄どるι~q

わが国では、オイルショック後、バイオエネルギ一

利用が活発に研究されたが、石油価格の低落傾向が

続く中で関心が薄れていった経緯がある。バイオエネ

ルギーも他の新エネルギ一同様、エネルギーセキュリ

ティや環境保全等の外部性を重視する社会において

大きな寄与をするものである。

3.2バイオマスとバイオエネルギー

3_2_1 バイオエネルギーとは

植物は太陽からの光エネルギーを利用し、水と炭

酸ガスから炭水化物を生成する(光合成)。この炭水

化物の化学的エネルギーこそバイオエネルギーの源

である。植物が捕食されたり、様々な製品の材料とし

て用いられてして連鎖の過程で、このエネルギーは、

様々な農産物や工業製品、さらには農業廃棄物、家

畜の排植物、廃材、生ゴミなどの中へと転移してして。

このようなヱ躍動起源。査機資涼玄三~1_::t~~とI!r:g_，_

Z-札己主主1)恩"Í":る王子!!:_~.ーでn~!~1ーす芸会!~~_--:-:-_~空あ
9_Q_ただし、食料、木材、肥料など、エネルギーとして

の利用が現実的でないものは、狭義のバイオマスに

は含まれない。

3_2_2バイオマスの分類

図表1にバイオエネルギー源としてのバイオマスの

分類を示す。バイオマスは、生産資源系(エネルギー

プランテーション系)バイオマスと未利用資源系(残撞

系)バイオマスに分けられる。生産資源系バイオマスは

主にエネルギ一利用を目的として栽培する植物である。

ブ、ラジルで自動車燃料用エタノールの原料として栽培

されるさとうきびはその典型である。一方、未利用資源

系バイオマスは、農林水産業における未利用資源や

加工残法、都市ご、み中のバイオマスなどで、ある。

図表1 バイオマスの分類

分類項目 バイオマス資源例

生産資源系
陸域系 サトウキビ、てんさい、トウモロコシ、ナタネ等

水域系 海藻類、微生物等

農産系 稲わら、もみがら、麦わら、パガス*、野菜くず等

畜産系 家畜糞尿、屠場残誼等

未利用資源系 林産系 林地残材、工場残廃材、建築廃材等

水産系 水産加工残法等

都市鹿棄物系 家庭ごみ、下水汚泥等

本ノくガス:さとうきびの絞りかす

20 科学技術動向 2001年 12月号



未利用資源系バイオマスをエネルギ一利用する場

合には、エネルギーの発生に加え、廃棄物処分、環

境保全などの効用が生じる。一方、生産資源系バイ

オマスの利用に関しては、他の土地利用形態との競

合を考慮する必要がある。

3.2.3再生可能エネルギーとしてのバイオエネルギー

世界の陸地のバイオマス存在量(ストック)は乾燥

重量にして約 1.2-2.4兆トン[1]、エネルギー換算で約

24，000-48，000Ej (エクサジュール:1Ej=1018j)と評価

されている。その大部分は陸上の樹木であり、海洋の

バイオマス存在量はその 300分の l程度に過ぎない

[2]。

一方、黛~.q)三~1.丈ゴ:;z，(/)組二次ー生産量(?旦三)

はー 1289一億上/主昆ー積t.らお:1:!(¥:る.白]ιζ止王寺ー壬主.)v

~ご換算オるーと豹 .?_!?~Q~Ji~ーと!<f.?，j空果jり壬間三.'11!._

主主!~.~.~泊費(/)7二~.j青.iE閉当ー土ーるPーこの毎年再生
産される量の範囲で、バイオマス資源を持続可能に利

用する限りにおいて、バイオエネルギーは再生可能

エネルギーとみなすことがで、きる。無秩序な森林資源、

の利用、森林破壊などはバイオマスストックを減らして

しまう。

勿論、技術的あるいは経済的な面から実際に利用

可能なバイオマス資源は極めて限定される上、エネ

ルギ一利用以外の用途との競合もある。むしろ、食料、

木材、紙など他の用途に用いた方が付加価値が高い

のが通常である。実際に利用可能なバイオマス資源

量の評価は第7章で述べる。

3.3 地球温暖化防止とバイオエネルギー

バイオエネルギーが地球温暖化対策オプションと

し玄注旦さ札玄どるー根製i主.，".i::h.出主::!..上:立λ酸住民
素を排出しない、すなわちカーボンニュートラルなエ

主(~~.':"-:':i)Æ~立色る点K!ある9..
勿論、バイオマスをエネルギ一利用する際、例えば

燃焼する際には二酸化炭素が発生するが、その量は

そのバイオマスの起源である植物が成長する過程で、

大気中から固定した二酸化炭素の量に等しい。つま

り、ネットで、二酸化炭素排出はゼ、ロである。これはバイ

オマス資源をエタノール、メタノール、バイオデ、イーゼ

ルなどの液体燃料として用いる場合でも本質的に同

じである[4]。

また、バイオマスをエネルギ一利用しないとしても、

いずれは土壌の微生物の作用により、二酸化炭素と
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水に分解されてしまうので、エネルギーとして利用した

場合と二酸化炭素排出量は同じである。

以上の点で、地下に固定された二酸化炭素を一方

向的に大気中に放出する化石資源の利用とは異なり、

バイオエネルギーは他の自然エネルギーと同様、クリ

ーンなエネルギー源とし、うことができる。本年公表され

た IPC巳地球温暖起第ー3沈v点τH~ll.';.. おY.~.-:(ーもλ地
帯}j旦援{じっ.(/)封『7奪三t?~~芳/主~.ゴ~~.~1主主主Jv主τ:

i薯Aの査効:民主~I明ー記主h丈どる'0

3.4わが国の動向

3.4.1 新エネ法上の位置付け

バイオエネルギーの法律上の位置付けについて概

観する。額三千主法第ーニ会~!;.1予1Y.~.1:工事正主主Jv烹ごーの
初恩笠ょ.~~.規定主オJ:1:.~.:99..I新エネルギーの利用

等」の具体的な内容は、同法施行令において太陽光

発電や風力発電など 12項目が定義されており(令第

一条)、!~1.主壬会止子三1;;関L玄J主J廃棄物発電J

1'X庭棄物ー熱本IJ毘Jーを丞才ー!~JU;.~部会まれる'.'b.<!!.ーと
雪之らー札玉虫~.，..~~ ~ .. 1_::t壬」主(~.~.三男!!周」ーをー明示的lE:;
主主規定￡ーりーE:;i主ーな:.21:上~tt._I( -'-Q.

今年 6月、総合資源エネルギー調査会新エネルギ

一部会がとりまとめた報告書 [7]では、この点が取り

上げられ、「バイオマスのエネルギ一利用は、現在、

新エネルギーとして明確に位置付けられておらず、ま

た、国等による支援策が明示的に設定されていない

状況にあるJとした上で「バイオマスのエネルギ一利用

について、新エネ法上の新エネルギーとして明確に

位置付け、積極的に導入促進を図っていくことが適

当であるjと書かれている(同報告書1m.新エネルギ

ーの対象範囲の見直しJ)。

三札生支Jt.1:."現主:， /"'-1者:芸会zk?壁、三主主庁三千主1主
り対ー象と~~三所要り規定ーり整備ーだ進り.i2h.-:(Y.~.9.9.. 
具体的には、バイオエネルギーの利用等を行おうとす

る事業者のうち、主務大臣の認定を受けた者(以下

「認定事業者J~1t、う)については、新エネ法に基づく

支援策である NEDO(新エネルギー・産業技術総合

開発機構)による債務保証や中小企業投資育成株式

会社法の特例適用(中小企業投資育成株式会社によ

る認定事業者の株式・転換社債の引受け等)を行おう

とするものである。

3.4.2 バイオエネルギー導入状況

図表 2にわが国の新エネルギー導入実績と見通し
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[6Jを示す。新エネルギ一合計で一次エネルギー総供

績のJ約1. 2'弘主占良工ど_~主主主~_U}j主紙:-:~!~::t製
造I怠J三おJt~果液.Jìと廃封笠の刻周ゴ支ごb
パイオエネルギ一の利用に他ならなしい、O

この聖法!廃拡警~:f!J周_lζ比β:I_，_!_~1_君主主発電

0)導~^量J主d~主y_~þ_~ ，_，本陽お発電量と開程度_')._風力

量電量りー釣ー_UU音ーとな:?:I_~_:る又ーまた，_~Q!_Q_!f度jり導
-̂旦標u主/"，イーオ---y7.発電ーと子三1ま--y7.勢主1)周I_~þ.主

主原油換算:立約一l切.友_KH費壬主ィk空ごり.約15肢と立
っている。

図表2 新エネルギーのエネルギー供給実績と見通し

1999年度実績 2010年度見通し/目標(原油換算万 kl)

(原油換算万 kl) 現行対策維持ケース 目標ケース

(発電分野)

太陽光発電 5.3 

風力発電 3_5 

廃棄物発電 115 

バイオマス発電 5.4 

(熱利用分野)

太陽熱利用 98 

未利用エネルギー
4_1 

(雪氷冷熱を含む)

廃棄物熱利用 4.4 

バイオマス熱利用

黒液・廃材等 457 

新エネルギー供給計
693 

(一次エネルギー総供給
(1.2%) 

に対する割合)

一次エネルギー総供給 約 5.9億 kl

3.4.3導入インセンティブ

新エネ法に基づき、バイオエネルギーのうち廃棄

物発電や廃棄物熱利用を行う認定事業者に対し、

NEDOによる債務保証(保証限度:対象債務の 90%、

保証料率:年 0.2%、平成 12年度年間保証限度額

(保証枠):300億円)や、中小企業投資育成株式会社

法の特例適用(中小企業投資育成株式会社による認

定事業者の株式・転換社債の引受け等)が行われて

いる。

さらに、 NEDOは認定事業者に対してバイオエネル

ギー導入に必要な経費に対する補助金の交付(補助

率:対象経費の1/3、平成 12年度事業費 114.9億

円)を実施しており、これまでもペーパースラッジや木

くず等の廃棄物の燃焼熱を利用する事業者に対して

当該補助金が交付されている。この他、バイオエネル

ギーの導入のための直接的な支援措置ではなしもの
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62 118 

32 134 

208 552 

13 34 

72 439 

9.3 58 

4.4 14 

67 

479 494 

878 1910 

(1.4%) (3%程度)

約 6.2億 kl 約 6.0億 kl

(総合資源エネルギー調査会報告書[6]から引用)

の、廃棄物発電等の導入のためのフィールドテスト事

業を、 NEDOと事業者が共同して実施してきでいる。

一方で、大手の電力会社等 11社の出資により平

成 12年 11月に設立された日本自然エネルギー株式

会社では、風力などの自然エネルギーの利用を希望

する企業等から発電を受託し、適切な自然エネルギ

一発電事業者を選定して建設・運営を再委託し、発

電された電気を地元の電力会社を通じて供給する

「グリーン電力証書システム」を設けている。これまで、

この自然エネルギーによる発電実績は、社会的な認

知度とコストの問題から、風力のみが対象とされ、約

20社の企業に対して 1社当たり年間 100'"'-'450万キ

ロワット時の契約を締結してきたが、今後は、バイオエ

ネルギーについても対象に含め積極的に導入するこ

とを計画している。

さらに、総会ー資j県壬三t~~空ゴ調五会事~:r.:::f!~:!:ご.



習1会 I~おど:亡はλ一子三 1_井7壬_3:~~夫、-主-含主主新与-?f~~

f三 0)警7::.:促進\;~J有一吐た一「ー新たな~m場一拡;t_措置J とL
-:L_RP.~昔~皮(r_~~~~史的!~__p_<?rUo_l_i~_~一切.nd何d: 証書き-用一

日立再一生;可能主そち吃子-0)導ーλ基一準市i!l_度)ーりー具体的
あ引左1ζ-'JIt'丈り検討が_1ft?れ，1: Y_~_9. 9_ この制度は、
新エネルギーによる発電実績に応じて政府が証書を

事業者に発行し、電力会社等に対して一定量の証書

保有を義務づけるものである。証書は市場を通じた売

買が可能である。

3_5海外の動向

3.5.1 米国

(1)バイオエネルギー導入状況

米国エネルギー省エネルギー情報局(DOE/EIA)

のデータに基づき、米国のバイオエネルギー導入状

況を概観する。図表3に示すように、再生可能エネル

ミf一三(水力立会ーむ)ーは永国.りー壬生!~究、ご泊費ーのß%_を.
占買うすど90 三三1_::t子生~~-~τは-うとり内包生生う生_t_~_

't!?_>_，本陽ー主主~}v空三子守風点\;民^~丈止なりー本.IJ周が進
んでいる。ただし、電力以外の用途が大半を占め、全

体の 80%強は産業部門で消費されている。また、形態

別では、木質系バイオマスが 80%、都市廃棄物系バ

イオマスが 17%となっている。
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また、再生可能エネルギー源ご、との発電量で、比較

すると(1999年)、水力 80%、バイオマス 14%、地熱

4%、風力 1%となっている。バイオマス発電の大部分

は非公益電気事業者(コージェネレーション等の小規

模発電業者および独立系発電業者(IpP))によって行

なわれており、 1999年におけるバイオマス発電設備

容量は 1101万キロワットで、ある。

米国では、主にとうもろこしを原料としたエタノール

を 10%程度ガソリンに添加した自動車燃料アルコー

ルブレンドガソリン(ガソホールとも呼ばれる)の使用が

普及し、 中西部のいくつかの州では、 全自 動車燃料

に占めるガソホールの割合が 40%近くに達している。

米国での自動車燃料用エタノール生産量は、 1980年

以降、年率平均 12%のベースで伸び、 1998年には 14

億ガロンに達している[7J。現在では、ガソリン消費の

約 1%をエタノールが代替している。

また、現在、改質ガソリンの添加剤として用いられ

ている MTBE(メチル・ターシャリー・ブチル・エーテ

ノレ)による飲料水の汚染が深刻となっており、多くの

州ではMTBEの添加の禁止を検討している。エタノー

ルは MTBEの代替添加剤として最も有望視されてお

り、近い将来需要が急増する可能性もある[8]。

図表3 米国の再生可能エネルギー導入状況(1999年)

石油

39% 

全エネルギー消費
(96. 4 Quadrilion Btu) 

原子力

8% 

再生可能

エネル

ギ-
8拍

再生可能エネルギー

(7. 2 Quadrilion Btu) 

太陽光&太陽熱 1%

地熱 5%

バイオマス 44%

風力 <1%

水力 49%

(DOE/EIAのデータから作成)
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(2)政府の取り組み

米国で、はエネルギー省と農務省が中心となり、エネ

ルギー安全保障、環境保護、農業振興の観点からバ

イオエネルギ一利用を推進している。エネルギー省で

は、エネルギ一生産の観点から、バイオ燃料関連

R&Dプログ、ラムとバイオ電力 R&Dプログラムを推進し

ている。農務省では農業の保護と振興の観点から、

バイオマスの品種改良、バイオ燃料研究などに関す

るプロジェクトを推進している。

1999 芽一旦_11_λ _Z~ど上./友統領l主友掠鎮会:__UPJ

景X:.~1_主製品_:!.~:1_之さー会)v::壁、ごり発展とー促進j_主

発会ん、_?_Q}_9__~主主J日~1_:t王*!!:':fご関連製品交ィゴ
1:t壬主止翌三浪費玄豆i宣i主主2友針~~釘:!?_出L主立ー

具体的方策としては、①2000年会計年度に政府

全体で約 2億 4千万ドルの研究投資を行うこと、②民

間と連携して自動車燃料用エタノールを増産すること、

③エネルギー省、農務省、商務省、環境保護庁、商

務省、国務省などにまたがるバイオエネルギーの推

進戦略を策定する省庁横断型の推進委員会の設立

等を提唱している。この計画により、 2010年には年間

約1億トンの温室効果ガス排出と 40億バレルの原油

輸入の削減が見込まれる他、農村地域に 150-200億

ドルの新規所得が生じるとしている。

ただし、この大統領令に関しては、大統領選挙を

控え、農村部の支持を取り付ける政治的思惑が強く

働いたとも指摘されている。本年6月にブ、ツ、ンュ政権

が出した国家エネルギ一政策[8]では、化石資源から

自然エネルギーへの転換よりも、むしろ、国内の化石

資源の供給力増大に力点がおかれている感がある

(科学技術動向 2001年 6月号特集)。

3_5_2 EU 

(1 )バイオエネルギー導入状況

図表41こ示すように、 Eν巳-一一-一_~空C企)二二ゴ:~迭迭~_壬f会芸f皮k子子r:三三J巳三占
F骨う-るd~:生豆能壬三子.)v主=-__(*--n_主倉ー主tJÇ!!割ー合ーは
与3貫主あ弘司全0)宵のー約__()丘-章貴劃IJ_査をf

骨玄どj盃~9旦9__1一-国B担別別!リ~J_ヱ支ず:!民主主λ主生ご-'手上立之さーZ:f.之Z_~ィl:>_ヨ2~

三三ピー支二!t:壬*1.1::ヲr. =-_l;J占~~2:.~_1，オー壬:t.止まごー
りー割会:だ 10持主超主主Y_~_{?9__-方、イギリス、ドイツ、フ
ランスなどエネルギー消費の大きい国では、総エネル

ギーに占めるバイオエネルギーの割合は低い値にと

どまっている。

バイオエネルギーは熱利用される割合が大きいため、

他の再生可能エネルギーに比べて、電力生産に用い

られる割合が小さい。それでも、バイオエネルギーに
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よる発電は EU全体の電力生産量の1.4%を占め(フィ

ンランドで 12.0%，デンマークで 4.5%、オランダで

3.3%)、これは風力発電の 0.6%、地熱発電の 0.2%に

比べて大きな値である。なお、太陽光発電はほとんど

ゼ、ロである。

m-l__"I~:_~:1_オ7壬主)vぎーで-0)普ー及民進&_}ごY_~2賞.景t
~_1J主.，環境周題合ーりー間企P高It¥.:_ーとλ.暖'1君恩熱需

要点玄室どζとλーまたι-j長三ーりー国支配電業主l;封:I_{?
1_~_-:-::;乙電主購A義務創庭が導J主主n玄Y_~J;こ~~~.一再
生耳態壬生~)V:主三ーりー導ふι対_~三捧.空Jl:免説措置
雪組WJ_金だ担意点札T~_~畳二主主?あl_tiÞn_{?立ー林業が
盛んな北欧諸国では、製材所で生じる木材チップや

林地残材などの木質系バイオマスを原料とした地域

熱供給システムやコジェネレーションシステムの導入

が進んでいる。スウェーデンにおけるバイオエネルギ

ーの普及には炭素税(バイオエネルギーは免税)が

大きな役割を果たしており、図表 5に示すようにバイ

オマス燃料のコストが重油を下回っている[9]。

(2)欧州委員会の取り組み

見~_7_~三_U}Lー欧土I~I黍員ー会民欧州主周使りー戦踏と
訂動註~Jζ閉1::t2良書 f:干主主.L:.~ご_~~ままー~J写ー生資
Z恵三守主!!:'_~二JH9]主楚表L立ι三年白書0):往動量J.t佳

境内ー市場箪策λEUーと_V玄り政策~~î皇.1t_，-加盟ー国ー聞の
連携強ー{じλ玄援施策.空~3_!'厚l El_n_~ら会~?-S;_おりλEU 全
体0)二_'fE_壬:Ì!L:.烹-泊費l;J占_~:9_再生耳態壬三静止芳
三_(J)Y-:;r;;-Zを.2010 生I_;_t?月.1;拡Î.S~士2旦摸生揚~tf:I
Y_~29_/"イオエネルギーの導入量は 1995 年時点で

44.8 MTOE (MTOE:原油換算 100万トン)であったが、

2010年には約 3倍の 135MTOEにすることを提案し

ている。この拡大分の内訳は、バイオガス利用 15

MTOE、農業残漬や林業残誼の利用 30MTOE、エネ

ルギ一作物 45MTOEである。

1999年にはこの白書の提言を実現するため「キック

オフのためのキャンペーンJが開始され、バイオエネル

ギーに関しては2003年までに 100万世帯でバイオエネ

ルギーによる熱供給、発電出力 1000MWのバイオガス

プラント建設、熱出力 10000MWthのバイオエネルギー

による電熱併給システムの設置とし、う具体的目標を掲

げている。また、バイオエネルギー開発・導入支援プロ

グラムとしては、 R&Dに関して ENERGIEプログ、ラム

(1999-2002)、法律、行政、市場などの環境整備や投資

支援の推進などに関して ALTENER11プロジェクト

(1998-2002)が実施されている。 ALTENERIIプロジェク

トの予算は 1998-1999で 2200万 ECUとなっている。
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図表4 EU諸国の一次エネルギーに占める再生可能エネルギーの割合(1999年)

フィンランド

スウェーデン

オーストリア

デンマーク

フランス

イタリア

スペイン

オランダ

ドイツ

イギリス

EU全体
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図表5

バイオマ 風力 地熱 太陽 水力 計

ス(%) (%) (%) (%) (%) (%) 

19.0 0.0 0.0 3.4 22.3 

14.5 0.0 0.0 12.3 26.8 

10.9 0.0 0.0 0.4 12.3 23.2 

7.8 1.4 0.0 0.0 0.0 9.3 

4.5 0.0 0.0 0.0 2.5 7.0 

3.9 0.0 1.6 0.0 2.2 7.8 

3.3 0.2 0.0 0.0 1.7 5.2 

2.0 0.1 0.0 0.0 2.0 

1.9 0.1 0.0 0.0 0.5 2.6 

0.9 0.0 0.0 0.0 0.2 1.1 

3.7 0.1 0.2 0.0 1.8 5.9 

(Eurostatのデータより作成)

スウェーデンにおける重油とバイオマスの燃料コストの比較

イオウ税

エネルギー税

5.2 t 

課税前コスト品

7.9 

重油

課税前コスト

10.9 

バイオマス

」

(文献[9Jより転載、 1クローナ=約 12円)

25 



特集 ノ〈イオエネルギー利用の動向と展望

3.5.3その他の諸国

Z~三三乙.~J主国際車場C型?;穂価指ー安定ーと石油輸l-^
量f~揖J主主ーる外ー貨節約ーを旦的ーと.l:--:~L.主ーと2主Tf史ら匂
エタノーノレ生産とエタノール車の普及を国策主導で、

推進~.-r.きたιまた、さとうきびの絞りかすで、あるパガス

の工場用燃料としての使用も多い。 1995年時点で、

ブ、ラジルの全自動車の内、エタノール車(含水エタノ

ールのみで、走行)は 42%を占め、残りは無水エタノー

ルを 22-24%混合したガ、ソホールで走行している[11J。

ただし、近年では石油価格の低落、アルコール生産

の不安定性、噌好の変化からエタノーノレ車に対する

需要は減少している。

7:)土.~zz.~.1!.~.~予三ーの途ーごとー国交はー宥ーが二.~壬
主}v:烹ごりー最.:t~給混とな;:?T~.~るJ田このような薪の
利用は非商業的エネルギー源として統計に表れない

ことが多いが、全世界の一次エネルギー消費の 15%、

特に途上国では 38%が薪を主とするバイオエネルギ

ーによるとする評価もある[12J。一般に、これらの途上

国における薪利用のエネルギー効率は低く、また、森

林破壊などの問題も生じている。

3.6バイオエネルギー変換・利用技術の概要

~~1.::t~?-りー援態ーは極り三多.様.---ç;_ーありλ主リ周五三態t
発電"ー勢主1)恩L波体感務主ç~援生三三長るI_Q_~_~.三c:t.三男ー
は1.~.空物質ーゴごあーる二主主~.i?λ三札主1-.1.ど::7ft-L壬.!!.!.
三!.I:".，.!.~1.丈'7:1.二芳、ーイl:-: t~:ど司り.溶性;燦担g;~変換:~ヱ
jj之江三{主賛燃相Jiと燃剥電池燃刻ーとLて:主恩Y.~.{?三とだ
7ごさるL これは他の新エネルギーには見られない特性

であり、輸送や貯蔵の面で、も大きなメリットで、ある。

バイオマスのエネルギ一変換技術には、大きく分け

て、熱化学的変換技術と生物化学的変換技術がある。

本章では、それぞれについて代表的技術をいくつか

取り上げる。

3.6.1 熟化学的変換技術

(1 )直接燃焼

最も一般的なバイオマス利用法であり、直接的な

熱利用、さらにはこの熱を利用した発電がある。発電

プラントの規模としては数MW-数十MW程度が普通

である。北欧諸国で、は木材チップ、廃材、農業廃棄

物などが主として用いられる。また、*-国Jiと二部位EU

諸国l1:J主五尿t;カー主主電f)(!;:おY.~.-r.，.摩志抗，]本ー!青_\_
麦bーらλ混民主ー都ー市三:みなJどよ石炭とーり混躍が.1it?:ι
てい9.Q
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1999年， .進国主主}v主三宜i主2015主主主lZJ多ー捧

な原脅迫三弘宣気?と勢0)，主主主.i?Iー{七三主物質全輸送局

怒君主主ーど多様なー製品.~:生産~~.ーも.~~.?，環境負斑物質
主発生.l:--: t~.~.~1'.'Z~そ虫実盟主ー旦指土ー註厩.IhiQR21
主発表Lたι三りー1'.'Z~上J:三供給主tし:る原静社-とv玄(.'.λ五
炭λ 去型繁Vl三Zち
だ想定-主さ-札:玄玄(.~どごる盃-にれらの原料を全てガス化した上
でプラントに投入する引)。このプラントでは環境負荷物

質の削減をほとんど、ゼロにすることを目指している(炭

酸ガス排出削減は高エネルギー効率の実現と分離・

固定化技術の併用で実現)。

(2)ガス化経由の液体燃料合成

木材などのバイオマスを空気、酸素、水蒸気などを

ガス化材として加熱し、水素と一酸化炭素を主な組成

とする混合ガス(バイオマスガス)を生成するプロセス

である。いかに、タール成分等が少なく、望ましい組

成のバイオガスを効率よく得るかがポイントとなり、固

定床、流動床、噴流床などのガス化炉を用いたプロ

セスが多数考案されている。一旦、適切なバイオガス

が得られれば、既存の手法により、これをメタノール、

ジメチルエーテル、ガソリンなどの液体燃料に容易に

変換することができる。 [13J

(3)熱分解・油化

熱分解は、バイオマスを乾燥・粉砕後、窒素などの

不活性ガス雰囲気下で加熱することで、ガスやオイル

を得る方法である。最近では、急速熱分解法が主流

になっている。この方式では、可燃性気体や固体可

燃物であるチャーの生成をできるだけ抑制して、オイ

ル生成収率をあげるため、急速に加熱する。一方、含

水率の高いバイオマスからのオイル生成には直接油

化法が適している。これは、水素や一酸化炭素を必

要とせずに、バイオマスを高温高圧の条件下におくだ

けで、オイルに変換する技術で、あり、操作温度は熱分

解プロセスよりも低い。反応装置は複雑になるが、高

含水率バイオマスの場合には、熱分解プロセスに比

べて、エネルギー効率が高くなる。 [13J

(4)/¥イオディーゼ、ル

菜種油、パームオイル、ひまわり油などの植物油を、

エステル化反応等により粘性を低くした上で、ディー

ゼ、ル燃料として用いるものである。バイオデ、イーゼル

油は通常のデ、ィーゼ、ル油に比べ、排ガス中のパーテ

ィキュレート、高分子化合物、 SOx、アセトアルデ、ヒド、
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等が減少する。その反面、バイオデ、イーゼルコストの 3.7 バイオエネルギーの資源ポテンシャル評価

約 3/4は植物油の生成コストで、あり、デ、ィーゼ、ル油に

比べて高コストである。 [13J 3.7.1 わが国における資源ポテンシャル

3.6.2生物化学的変換技術

(1)エタノール発酵

微生物を利用して糖を発酵させ、エタノールを生

成する技術であり、古くから存在する。サトウキビなど

糖質系のバイオマスの場合には糖を直接得ることが

できる。一方、木材などのリグ、ノセルロース系バイオマ

スを原料とする場合には、発酵プロセスの前に加水

分解等による糖化プロセスが必要になる。糖質系でな

い草や樹木の効率的な糖化プロセスの開発はバイオ

エネルギ一利用の可能性を大きく拡大する技術であ

り、現在ではほぼ実用化のめどが立っている。また、

キシロースなどグ、ルコース以外の糖が混合している原

被を効率的に発酵させる微生物酵母の開発も進めら

れており、これには遺伝子組み換え技術の応用もなさ

れている。

(2)メタン発酵

生ゴミ、家畜糞尿、農業廃棄物等を酸素の存在し

ない環境下で、嫌気性微生物により脂肪酸、アルコ

ール、炭酸ガス、水素に分解し、さらに、メタン生成菌

によりこれらからメタンを生成するプロセスであり、生成

したメタンはメタンガス発電プラントの燃料に用いるこ

とができる。

なお、発酵方式には、①有機物を液中で発酵させ

る湿式、②水分調整した固形物を撹祥しながら発酵

させる乾式とがあり、②については発酵処理を通じて

生ゴミ等の体積・質量を大幅に減量できることから、廃

棄物処理の手段として有効である。

ごみ処分場ではメタンの自然発生があり、米国では

この回収・利用が進んでいる。畜産廃棄物や農業廃

棄物を利用したメタン発酵はヨーロッパ諸国で、環境汚

染防止の観点から導入が進んでしも。わが国でも北

海道の別海町や京都府の八木町などに家畜糞尿や

食品廃棄物を原料とするバイオガスプラントが建設さ

れている。また、わが国で、は食品リサイクル法(2001年

6月施行)や家畜ふん尿管理・リサイクル法(1999年11

月施行)が施行され、今後これらの廃棄物の適切な

管理・処分が図られていくが、これに伴いこれらのバイ

オエネルギー原料としての有効利用にも弾みがつくも

のと期待される。

我が国においては、国土面積約 3，700万 haのうち

約 7害IJ(約 2，500万 ha)がバイオマス資源に豊かな森

林に覆われているほか、平野部を中心とした約 500万

haの農耕地で、は農業生産活動を通じたバイオマス生

産が行われている。

京都大学大学院エネルギー科学研究科の坂志朗

教授[llJによれば、我が国の森林や農耕地等におけ

るバイオマス資源の年開発生量は約 1億 3，000万 t

程度、さらに未利用・廃資源に由来するバイオマス資

源の年開発生量約 2億 4，000万 tを加えた我が国の

バイオマス資源の発生量の総量は、年間 3億 7，000

万 tと推定されている。

また、こうしたバイオマス資源の発生量のうち、実際

にエネルギーに変換し得る資源量については、バイ

オマスの利用形態や経済性の評価方法によって不確

実性が大きいものの、同試算結果によれば、わが国

り!.:'.1_::f三男ー発生ー量一り一約一三割.tζ担当I_{?_L1QQ_n__!
t.J~刻用耳ー能ーと評価主h_'I_~_:亙qー三むJ.:L_二酸i乙民事U;
換算ーÌ~るよーu意_~3_9_Q_万J:~ζ?とあーり_)_量的J;.• 見~払裁
が国ーのー 19呪.年りー二j酸{七尿素総銑出量ーg_s.章ー;3_，t9_Q
五上之りー約ー 10'払!;担当主る~[U.1Q_またλ _5l!1り琵値立法
実際的!;本!J月~Æ可.能なま和月一資ー腰、系:.:'.1.ーオ-'"?Ä資
源ーり~ílJ周!;より台点国司りー二_~壬主止主、ごーの釣14月21賄
えるとさまし_'I_~_:9_仕組Q_

( 1 )農業系バイオマス

我が国の農耕地においては、食料生産等の特定

用途に充てることを目的として現に農産物の生産が

行われていることから、バイオエネルギ一生産に充て

るため新たに農耕地を確保することは困難な状況に

ある。したがって、農業系バイオマスのうちエネルギ一

利用に供することが可能となるものは専ら稲わら、麦

わら、籾殻等の農産物残漬であると評価されている。

前述の坂教授[l1Jによればこれらの農産物残漬の

年開発生量約 1，962万 t~こ対し約4害IJの 855 万 t が

利用可能と試算されている。農産物残漬の平均発熱

量に稲わらの発熱量 16.3MJ/d町一kgを用いると、この

利用可能な農産物残撞のエネルギーポテンシャルは

約 140PJ(ペタジュール:1PJ=1015J)となり、日本の一

次エネルギー供給量の約 0.6%に相当する。

なお、エネルギ一生産に充てるため農耕地におい

て植物を栽培することを想定した場合、その形態とし
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ては、①エタノール等の液体燃料を得るために糖類

の生産性が高いサトウキビ、トウモロコシ、スイートソル

ガム、イモ類等を栽培する方法、②セルロース等を含

めたバイオマス生産能力が高いユーカリ等の早生樹

やネピアグラス等の草本性植物を栽培する方法など

が挙げられる。

特に、スイートソルガムについては、比較的寒冷地

においても栽培が可能であり、エタノールへの変換利

用が容易であることから、これまで、国内の試験研究機

関において栽培試験が実施されてきており、 50t/ha

程度の生茎収量が得られることが明らかとなっている

[15]。

(2)畜産系バイオマス

畜産系バイオマスについては、ウシ、ブタ等の

家畜、ニワトリ等の家禽からの排世物によるもの

が我が国において利用可能なものであり、その発

生総量は 9，500万トン(ふん 6，600万トン、尿

2，900万トン)に達すると試算(農林水産省推計

値)されている。

これらの排世物のうち、エネルギー資源として

利用可能な比率としては、 NEDOの調査報告[16]に

おいて、畜ふんの 25%とされており、これをもと

に利用可能な量を試算すれば 1，650万トンとなり、

これをエネルギー換算(発熱量約 1OOOkca 1 Ikg)す

ると約 69PJとなり、日本の一次エネルギー供給量

の約 0.3%に相当する。

(3)林産系バイオマス

我が国における年間の森林資源の蓄積増加量は

一般に 7，000万 dと評価されており、このうちバイオ

エネルギーとして利用可能な資源量は林地残材及び

廃材等によるものが想定される。

平成 13年 10月に閣議決定された「森林・林業基本

計画」には、図表 6に示すように「林地残材・再利用

材の見通し」が付されている。

これによれば、平成 22年において、林地残材・

廃材等の林産系バイオマスのエネルギ一利用量は

2，000万 m3とされている。これに木材の重量換算

値 0.5t/m3を適用すれば、年間約 1，000万 tが利

用されるものと考えられる。木質系バイオマスの

発熱量を 20MJ/kgとすると、このエネルギーポテ

ンシヤルは約 200PJとなり、日本の一次エネルギ

ー供給量の約 0.8%に相当する。
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図表 6 林地残材・再利用材の見通し

(単位:百万 m3)

現状 平成 22年

発 林地残材 10 10 

生 製材工場等廃 15 13 

量 材

建設発生木材 16 32 

計 41 55 

手Ij エネルギ一利用 7 20 

用 原料その他 13 24 

量 計 20 44 

(農林水産省森林・林業基本計画による)

なお、実際の林業の現状について、例えば間伐材

について見た場合、平成 11年度の我が国の間伐面

積は約 30万 ha、これによる間伐材積は約 514万 d

(林野庁による推計値)に上るものの、製材・丸太・チ

ップ等原材料としては、伐出・運搬が容易な区域から

その 4害IJに相当する 212万 m3を利用しているに留ま

っている。したがって、一般に低コストでの供給が求め

られるエネルギー原料として、こうした林地残材を新た

に回収することは現状では困難と予想され、製材工

場等の廃材や建設発生木材のエネルギ一利用がま

ず進むものと考えられる。

3.7.2 グローバルな中長期的資源ポテンシャル

これまで見てきたように、バイオマス原料は極めて多

様であり、また、その利用に当たっては、エネルギ一

利用以外の様々な用途と競合する。一般的に言えば、

まず、食料、木材、肥料、紙、繊維などへの利用をま

ず考える必要があり、これらの需要を満たすことがバ

イオエネルギ一利用の前提となる。それでは、 21世紀

の人類社会においてどれだけのバイオエネルギーの

利用が可能なのであろうか。

東京大学新領域創成科学研究科の山地憲治教授

のグ、ループはバイオマスバランス表を用いたわが国の

バイオマスプローの解析、および、世界土地利用エネ

ルギーモデル(GLUEモデル:Global Land Use and 

Energy Model)を用いた世界の余剰耕地でのエネル

ギーの供給可能量の評価を実施している[1][14]。

これによれば、世界全体の残直系バイオマス発生

量から技術的条件等を考慮し実際的バイオエネルギ

ー供給可能量を評価すると、 1990年時点では 34.4E]

(燃料用木材消費約 20日は含まず)である。 2050年



においては、世界全体の残撞系バイオマスのエネル

ギー総量は 173Ej、余剰耕地によるエネルギ一作物

の供給可能量は 110Ej、合計で約280Ejとなり、現在の

世界のエネルギー所要量の約7害IJになるとしている。

なお、本解析においては、余剰耕地は全てエネル

ギ一作物の栽培に用いると仮定している。また、エネ

ルギ一作物の供給可能量の評価においては途上国

における食糧需給パラメータなどの設定により大きな

不確実性が伴う反面、残直系バイオマスは条件によ

らず安定的に大きな供給可能量を有するとしている。

また、 IPCC地球温暖化第3次レポート[5Jでは、

2050年におけるエネルギ一作物の供給ポテンシャル

を396Ej、残漬系バイオマスとあわせて 441Ejと評価

している。

3.8バイオエネルギー導入に向けて

わが国は欧米諸国に比べて、バイオエネルギーの

導入があまり進んでいなかったのが現状で、ある。しか

し、最近になり、産官学おけるバイオエネルギ一利用

に対する関心は急速に高まりつつあり、政府内で、もバ

イオエネルギーを新エネ法に基づく導入支援措置の

対象とするよう所要の規定の整備を検討している。 b
~_~国ーと!-:-_'Iーもー具体ー性りあ.る!~j丈壬全身子三導主暫勝ー
を構築すべき時にきている。

従来から、バイオエネルギーの利用に関しては、

経済性、特にバイオマス原料の収集・輸送コストが問

題とされてきた。確かに、欧米諸国においてバイオエ

ネルギーの導入が進んで、いるのも、税制面での優遇

措置、配電業者への新エネルギー電力購入義務、環

境税品、った政策的な支援が基盤にあるO また、わが

国は森林資源に恵まれているものの地形が急峻で、あ

りこれらの資源の利用が困難であること、農業や畜産

業の経営規模が小さいこと、暖房用熱需要が少ない

ことなどがバイオエネルギー普及の障害として指摘さ

れてきた。

いずれにしても、石油ショックのような異常事態を除

けば、政策的措置を講ずることなく、バイオエネルギ

ーのコストが化石資源エネルギーのそれを下回ること

は当面は考えにくい。しかし、わが国も含め、多くの先

進国では一次エネルギーの約 80%を化石資源に依

存しており、このような化石資源依存型の社会から脱

却する方向に向かおうとするのであれば、バイオエネ

ルギーや他の新エネルギーの研究開発や利用に対し

て社会が適正なコストを負担してし、くことが必要である。
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また、バイオエネルギ一利用の本格的な普及にあ

たっては、民間事業者の参入が不可欠であり、収益

性のあるビジネススキームの構築を可能とする政策的

支援やその基盤となる研究の重点的推進も重要と考

えられる。

3.7.1節で述べたように、わが国において、実際的

に利用が可能な未利用資源系バイオマス資源の利

用に限っても、一次エネルギーの約 4%に相当するエ

ネルギー供給力があるとの試算もあり、これは決して

小さくない数字である。

また、バイオエネルギ一利用には、廃棄物の処分

や環境の保全といった効用があることも重要である。

いずれにしても、バイオエネルギーの普及の度合い

は、環境保全や化石資源の節約とし、った外部経済的

効果をどの程度内部化する社会を構築するかに大き

く依存し、これはわれわれ自身の選択にかかっている

のである。

以下、バイオエネルギーの導入に向けた5つの提

言を述べる。

①バイオエネルギー研究の拡充

バイオマス資源の種類や変換・利用技術は多様で

あるため、様々な研究分野での取り組みが産業界・大

学・国公立研究機関(産学官研究機関)でなされ、複

数の関連する学協会において研究成果が発表され

ている。バイオエネルギー研究のための資源投入は、

同じ自然エネルギ一分野における太陽光関連研究

への投資と比べるとかなり小さかったが、地球温暖化

防止条約に関わる国際的動きなどを踏まえ、今後は

産学官研究機関などを対象として、バイオエネルギー

研究への支援の拡大が求められるであろう。

支援の拡大に当たって、制度的状況を十分踏まえ

ることは当然であるが、まJ.求~_t?ιるりはL研~te.主

{別ーならーィ_~jーオ7三号主Jv主ごり一開発，.警本___普及t;開ーh手:益る
網J羅羅的企三ヨ手忍辞続;tだご2た蹟空曹聾8良-発f信貫-玄f訂工工kど~_\J班理空賓E煮銅側側Ij_一と
?釘':'t政政担側削!リIt警とと:0り)議論玄2欝葬虫:支(Y_ど7三三一三ζ;之二:支立あるゑι~Q

そこでの議論の対象には、家庭廃棄物や畜産廃

棄物などの処分・利用コストの社会的負担のあり方、

産学官研究機関や関連する学協会の効果的な連携

のあり方、研究機関の現有研究者数に見合った適正

な資金投入計画・人材育成計画への支援、など幅広

いものがあろう。

主~:1?:t.三三資源は多様性J三富;むためを的確な;理究ー
評価により充実すべき研究の選別を実施しながら、支

援り拡大を図るべきでLある2
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②外部経済に配慮した制度設計

太陽電池や風力発電と比べて、バイオエネノレギー

の利用には、設備費に加えて、燃料の収集・運搬、設

備の運転などにランニングコストがかかる。

例えば、自然放置が法制上禁止される家畜糞尿に

ついて見ても、メタン発酵によるバイオエネルギープラ

ントなど悪臭防止上極めて効果的な処理方法がある

ものの、廃棄物排出者に通常の廃棄物処理費より大

きなコストが生じたり、プラント運営者にとって収益性

が低い場合には、バイオエネルギープラントの導入が

進まず、こうした消極的見通しに起因して研究開発が

停滞する恐れがある。

このような性部ー経漬り観忠虫色重要と評ー価主主_{!t_り

iζ2ど'1L#_，ー研宕開発ーりー推進主;並行ーL之さー広ー必至てfオー
主ネlv主三-;!_Z~ど上設置土運賞':::ZÄ上旬負ー担_*-'_~主的9.よー
乏な割J庭り構築史必要ーと主主包むる'0

③広範囲に及ぶ効率的なバイオマス原料収集システ

主金量豊

バイオマス資源の発生量は地域的に偏在しており、

バイオエネルギー導入の効用やそのあり方も地域特

性に強く依存する。また、輸送コスト低減の観点から

は、原料発生地の近くにバイオエネルギ一変換・利用

プラントを建設した方が有利である。

しかし、バイオマス変換・利用プラントの規模も経済

性に大きな影響を及ぼすことにも留意すべきである。

バイオマス変換・利用プラントにおいては、通常の産

業プラントと同様、より大きなプラントの方がスケールメ

リットが作用し経済的に有利となる(勿論、バイオマス

資源のみを用いた数十万kWクラス以上のエネルギ

ープラントの建設は材料調達等の観点から困難な面

がある)0 IPCC地球温暖化第3次レポートにおいても、

r (バイオエネルギ一利用について)プラントのスケー

ルの経済性の方が、(材料発生地から離れた場所に

プラントを建設することによる)追加的な輸送コストより

もしばしば重要である」と述べられている。

したがって、訟がl国がーィ_~:1オ二壬生lv芳一三割用主推
進士る~f;あ立，0 立t_>_主主はLあ9.程度多ー量り/<てf_尤

7A原殺生確保:主主9.地域主想定;士益二ょが庇要_--S::あ

る1)9ーまたーき一切.醇ーf;赴象と?足る三~1~_-y_z，_厚ー坦虫士会ー
な調達玄耳ー龍J_;士五回収立主主主企構築芳去埴段腹

立の分良Ij_._回虫E32青空ー{じ穿ーだ望主hーもー
④石炭等との混焼プラントの研究開発の推進

乾燥系のバイオマス原料を既存の火力発電プラン

トにおいて、本来の燃料である石炭、天然ガス、石油

30 科学技術動向 2001年 12月号

と混合して燃焼させる場合には、プラント規模のスケ

ールメリットによる経済的効果を十分に享受できる上、

バイオマス発電プラントの建設費を一義的には考慮し

なくてよい。実際、欧米諸国では石炭火力発電所に

おいて石炭とバイオマスの混焼が行われている。

このような、既定。~_力発電;_ffi:立(J)δ:1主ゴ'Ä (J)混

焼むL経ー涜的お主-uぴJ誌抜噂衛的的-なE直!_}支ごご、リAうj竺7
子δ~~:iてi?:オ±ゴZ主担到|リ止1)，周周用tÌ7F_C72二三ーと主主00_才}_>._Þが周ーと1.:_1:重
忠的W;，班~，開発ーを誰進士三主主あ_{!9_ ーさ_?Jふ義国主
主!_~_:'fコ宜C72_Y_i_~[9_'!_~_U_;:おい;玄:提噴され:Iど盃多援
な燃社i三対応支き.る_1:_z之上þ_同提(J):観点主>C与~>__:Þt!~

国ιとo 玄注旦_T:主主研~te;対象;支:あるふー

⑤発展途上国との共同・連携

わが国の場合、他の土地利用の用途との競合から、

大規模なエネルギープランテーションの導入は、少な

くとも当面の聞は現実的ではなく、未利用資源系バイ

オマスの利用の拡大が現実的である。一方、グローパ

ノレに見た場合には、エネルギープランテーション系バ

イオエネルギーの可能性も大きい。特に、東南アジア、

中南米、アフリカの諸国においてはバイオプランテー

ションの資源ポテンシャルが非常に高い。

したがって、これらの国々で生産されるバイオエネ

ルギーが世界のエネルギー供給システムにおいて重

要な位置をしめるにはまだ長い年月が必要であるに

せよ、瓦都議定定-妻p位'_ÇRM_<空~~_三;どfどf閉廷z之(jJ守三J玄ざざ:1占う)_主

活周恩lk立途よ国国宇lι三1お長三三~け才-る三ぷiて，1，オ壬f主許f庁ぞ主ご主到!日l周尻J五五玄-援
lιEヨl民主主-積樫的jι三車り組む-て合三主と芳煮';;之之t主-ら-ι3る弘52L-AQ
発展途よ国-り-多三はλ賓主主ーなー壬生!_l:'::'f三罫ーと_'=-:'1

~_~9.主主ー主主lv烹三f!J_周J効空芯1~_~_~りーがE乱状Jごあ2

'1>_，主り主!U1t法貨りー高庭i七三りま一援J:+.，_技術的な障

壁主ィJ~さーふ企-")λ地球混暖化!J~員i!l渡t;~Q:効f土む

期貸さーむ9.たゐλ麗躍的J_;_f民進VI，ど三:づ主，~~229_
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特集:マテリアル・シミュレーションの動向

特集

4. 

潤一郎高野

原理計算を中心として-

材料・製造技術ユニット

世
田
知

てみる、…)Jために、精密な装置などを用いる実験に

代わり、コンピューターを用いてシミュレーションを行う。

はじめに4.1 

ここで、ナノスケールのマテリアルを対象としたシミュ

レーションの特長とそれぞれの実例を以下に挙げる。

特長 1)プ~T~Z:!.L:'.開発ーりー迅ー速住ゴ~:::z.~.上化

シミュレーションによってマテリアルの構造、物

性λ-E具象玄T測し、考えられうる実験の中から最

低限必要な実験を選定する。このようにして研究

開発に必要な実験回数を減らし、マテリアル開発

の迅速化・低コスト化に貢献できる。

物質・材料(マテリアル)研究で、シミュレーションが

用いられることが多くなってきたo 10年ほど以前には、

マテリアル研究においてシミュレーションが用いられる

例も少なく、活用例があってもマテリアル研究に対し

て実際に有益な効果を果たしたと言える例はほとんど

見られなかった。しかし、ヨ之ピーモモ.'""::'.?.τ性能りー急欝立一

向よ(科学技術動向 2001年 10月号特集記事「スー

パーコンピュータの動向」参照)、、ンミュレーション手

法の進展、ナノL士三はJ.Qj意ー会.C!?J)_テクノロジーに代

表される微小領域における実験技術の向上とし、った

背景に支えられ、その状況が変わりつつある。

-特長 1)の例

半導体デバイスを作製する際には、金属配線

に高密度電流が流れることが原因で金属原子が

移動する「エレクトロマイグ、レーションjという現象

が問題となることがある。某電機メーカーでは、エ

レクトロマイグ、レーションによる金属配線の断線を

防止するための添加元素の選定や，剥離を防止

するための下地膜マテリアルの選定に原子レベル

のマテリアル・シミュレーションを適用し、試行錯誤

的な繰返し実験のみで行うと L~聞裡度~~.~.:"f:!.Y

7:~Z!~設託宣ー士ヶ_AJ;ま:立塑締ーすることができた。
(情報提供は京都大学大学院工学研究科の北村

隆行教授)

現に、総合科学技術会議が策定した「ナノテクノロ

ジー・材料分野推進戦略(2001年 9月)Jの中にも、 5

つの重点領域の 1っとして「計測・評価、加工、数値

解析・シミュレーションなどの基盤技術と波及分野」が

挙がり、またこの領域における今後 5年間の達成目標

のーっとして、

-務ー規材料ー並QJ_;.新r:δゴA開発U;おけ五主一三ヲ.1て:

ごをfヨX_Z~用ーり定ー著

特長 2) 実験ιよ_~検証ー出国ー襲警j長るどi主主;司能会事

象堂、軍壬論的"一原壬論ー的主理解ー

原子の時々刻々の挙動をシミュレーションによ

って直接観察することにより、研究対象となってい

る事象がどのような電子論的、原子論的メカニズム

に基づくものかとし、うことを、解析することができる。

また、マテリアル内部の状況や、極短時間の内に

起こる化学反応などの現象に関する情報を得るこ

とができる。

が挙げられている。

本稿では、ナノテクノロジーの基盤技術の1つで、ある

マテリアル・シミュレーションの現在の水準について解

説し、;麗麓規?土<:云旨刊JlZ_!~.1り
シヨンの活用率向上へ向けた取り組みの必要性を提

起する弘。

マテリアル研究におけるシミュレーションの

役割

4.2 

マテリアル・シミュレーションはマテリアル研究にお

ける「ツールjであり、かっ「計算機実験(模擬実験)J 

品、う研究方法である。研究者は、必要に応じて「アイ

ディアを検討する(試してみる、確認してみる、実験し

2001年 12月号科学技術動向32 



-特長 2)の例

新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)

から委託を受けた技術研究組合オングストローム

テクノロジ研究機構(ATP)と産業技術総合研究所

(AIST)を母体とする産官学の集中共同研究体制

で、あるアトムテクノロジー研究体(JRCAT)およびマ

ックスブランク固体物理研究所(独国)の共同研

究で、行った第一原理計算(第 4.4節にて解説)に

より、高強度で各種成型品や繊維に利用されるポ

リエチレンやポリプロヒ。レンの製造に欠かせないチ

τZ三三1土立主触壌が_，-_i~主反応y;長心主ーどーりιー
三なf君主I!~また1-:)__ç~~.主ーう i三VSlK応だ進Jむ.(!)tJ~
とし、うメカニズムを解明できた。

この化学反応は非常に速く、極短時間の内に

進行するため、実験により直接検証することが不

可能で、あったため、反応過程の詳細はほとんどわ

かっていなかった。この研究成果は製造技術の高

度化や改良に役立てることができるとして期待さ

れている。

このように複雑t~_1じ主反」応;I~ぉ~!i2~壬ι会壬

む振.る舞~~_~Jt，-ー案墜gJ土~!主解ー担T_立さなど点坦多ー
ふー~_T_~_!!_~_:_~三三子kごたヨ之りー票主主食害~J主主ー
きし、。

次に、マテリアル研究において、マテリアル・シミュ

レーションが、どの程度、また、どのような特長の活用

を目的として用いられているかを僻轍するため、学会

の学術講演会の動向を見ることとする。数多くの学会

でマテリアル・シミュレーションに関する研究成果報告

が行われているが、ここでは研究現状のー断面を示

す例として(社)日本金属学会における例を紹介する。

(社)日本金属学会の春期、秋期の学術講演会で

は、毎回 1000件以上の発表がある。東北大学金属

材料研究所の川添良幸教授は、 110年前には数件

りーみ立:0ーた之ミ害.V三三子一手之関連の班費一成果一理ー告だもー

近年支出会講演併数(!) 1 吉~t軽度玄占月三る主立i三な?ー
てきている。 Jと述べている。

また、科学技術動向研究センターで調査したところ

によると、 2001年秋期学術講演会における全講演

1388件の内、マテリアル・シミュレーションに関係の深

いと思われる研究成果報告は 120件あり、これは全講

演の 8.6%で、あった。

Science & Technolofdl Trends December 2001 

4.3第 7田技術予測調査におけるマテリアル・

シミュレーション

文部科学省科学技術政策研究所では、長期的視

野J;立0-仁ー投警ー技術ーりー発展jりI_D.血主探るーことを目的

とし、 1971年からほぼ5年ごとに、大規模かっ網羅的

な「弦鑑T測調室jを継続的に実施してきでいる。

2001年7月に公開された最新の第7回技術予測調査

は、 17の分野にわたって、 1000を越える調査課題を

設定し、 4000名近い各分野における専門家の協力の

下に実施された調査である。

本調査の「材料・プロセス」分野における全103調査

課題の内、マテリアル・シミュレーションに関連する4

課題を図表1に示す。

図表1の4課題のうち、ゴ二ど三三上/v':;手一空:三!!:J0_主:交

の貢献点芳'I~期借ーさー札2_~第ー二原理計算以第ー生._1j者
g;~丈解説U;閉連Lた_(_~)_~課題 F;着且Lた。様々な

調査項目に対する、材料・プロセス分野全課題への

回答平均と、 (3)の課題への回答を比較した結果を

図表2に示した。

また、

材料・プロセス分野の全課題について実現予

測年を平均すると2016.6年であり、課題(3)の

2018年は、ほぽ全体平均と同程度である

課題 (3)で、現在第一線にある固として回答

者が選択したのは、米国 (86%)、日本

(36%)、EU(26%)の順で、あった(複数回答

のため合計は100%となっていなし、)

とし、う調査結果が得られている。
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図表1第7回技術予測調査におけるマテリアル圃シミュレーション関連課題

マテリアル・シミュレーションに関連の深い技術課題 重要度(%) 実現予測年

(1)コンビュータによる金属系材料の理論的性能設計が可能とな
55 2016 

る。

(2)必要な組成、組織、物性をもっ固体触媒のコンビュータ支援材
54 2017 

料設計法が実用化される。

(3)第一原理計算に基づいたシミュレーションにより、所定の特性
56 2018 

をもっ材料を設計する技術が実用化される。

(4)多元系材料において元素組成を与えると、熱平衡状態におけ
る構造と物性を厳密に予測し得るコンビュータシミュレーション技 49 2018 

術が開発される。

特集

(科学技術動向研究センター作成)

材料・プロセス分野全体の回答平均と課題(3)の回答の比較図表2
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(科学技術動向研究センター作成)

現在、ナノメートルスケールにおけるマテリアル ・

シミュレーションについて、これらの要求を満た

すために、「第一原理計算Jと呼ばれる手法の確立

に向けた研究、およびこれを実際のマテリアル研

究に適用する研究が進められている。

われわれが日常目にする世界を記述するのは古典

力学の基礎方程式であるが、 30 土J三三~/:t:塵度以

下の世界を記述するのは量子力学の基礎方程式で

4.4 現在の第一原理計算の水準

マテリアノレ研究の分野では、原子の集合体である

~z:JL!/:t: .i??機;態がーと:のよ}1.;\.:-.1:一発現するーりかとい
った事柄を、個今り原壬り貫壬状態.，位置.'L相互作

用ョおよV'.ζ主~Q.り開閉ー変1ι等タ理一解ーを通じーτ-鰐j明1
し、全jり一機一種玄積樫ー的ι削ー{旬士五三と 1ご革新的~号機
能主芳~?~.T.V.T!.I:.を痘1)製Ì.9ことが重要な研究テー
マで、ある。
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ある。量子力学の基礎方程式を解く条件を変えること

により、ナノメートルスケールでの種々の物性値が得

られる事が知られている。この手法は、実験結果を計

算のパラメーターとして一切用いないという、非経験

的な計算を行い、求める情報を得るという研究手法で

あり、「第.二厚理註算」と呼ばれる。

様々なシミュレーション手法がある中で、第一原理

Science & Te_cb!lplogy Trends December 2001 

計算が注目されているのは、実験結是j三.t:_2'I法定
士会主経験的，_~_~z三三-:.~_ごま倉ー主r錐去の~:三さkτ会f
ョ~主法.とJ主畏なりL量J壬方.空.り.基.礎友醇l~.t;基ゴ
ピ:主題:乞りヱz27l~ÇQ~電王密度会主主求.φ.るーζ主主λ・
全企構造》ー電壬状態)0__物ー民主定量的ーg:_T itI!J_玄室~!~
とんど唯一の手法であると考えられているためである。

図表3第一原理計算の計算規模と産業応用例

V現時点

-結晶構造予測

・低分子材料構造、機能予測

・有機材料機能予測

・化学反応予測

・反応条件最適化

・蛋由貿構造解析・.J薬

・半導体機能予測

*ここでは演算量が原子数の1から2乗に比例する高速アルゴリズムが実用化すると仮定してい

る 。(出典 :(株)日立製作所機械研究所)

では、現時点における第一原理計算の水準はどの

程度なのだろうか。

第二原理計.算Jt，_結晶構造を授:25z27_ィvO)構

造3ー電;壬段位虫解明t1:'解抵f:7.CHE周J主豆館主水準

t;ある.。
例えば、シリコンの格子定数や弾性定数に関する

計算では実験結果と 1%以内の精度でシミュレーショ

ンが可能である。

また、当初シミュレーションによって得られたアルミ

ニウムや鉄から成る人工格子の磁気モーメントが実験

値と合わないと言われていたが、実験精度が向上し、

理想的な単結晶や人工格子が作製できるようになっ

てくるにつれて、実験値がシミュレーションで得られた

値と一致した例もある。

図表3は、現在最高本ー準0)'性能主持'''':>Aごβ土-::1

/，]::":;壬ご乏で宣24照閉.稼動主辻立ー場:合ーの、計算規模、

第一原理計算で扱える原子数などについてまとめた

ものである。

研究現場では、大規模な高性能コンピューター

をー研究者が独占して使用することは困難である。

仮にコンピューターを独占できたとしても、新規デバイ

ス設計に最適なマテリアルを探索するのに、 1回のシ

ミュレーションで1ヶ月を要していては、 12種類のマテ

リアルの中から最適なマテリアルを選択するためだけ

に、高性能コンピューターを1年の問、連続稼動させ

る必要が生じるが、これはとても現実的とは言えない。

妻鹿lム.会頭~者J，三割ーりー当:玄らh立ヲ之ピ与三1..三位
龍、主リ足環境_.t.刀剣~~_C!?_~支第ご原理計.算玄丘三E;
l主、.数亘恒0)原壬主蕗~?q).が績コ.宅Eである。
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特集 マテリアル・シミュレーションの動向

つまり、一辺 10個の原子が存在するとして3次元の

マテリアルを考えると、 10X 10 x 10 = 1000個の原子

を扱う必要がある。しかし、現在のコンピューターの性

能および利用環境では 1000個すべての原子に対し

て第一原理計算を行うことは現実的ではなく、一辺が

10 個ーり原壬主主らt~9立友:体よ~_:b止さーな-:!_T_~_T_庁Jこ一
社~-:ç:~~な適用主主なーどというのが実状で、ある。

そこで、図表 3の第一原理計算関連分野品、う欄

に示したような、実ー際ーの一~Z!)Z止E王宮ι役立"J第三ー
原理計算ーをJtうJ:::l主、Jーで~?_7_ r:!_'!. -;! ~_ ~竺./'ピヨ:三空三二
G図表一主主ーは_，ー武算規模ー主 lP主去三主さ札:I!-::_~)_j_~登ー
場が待たれている。(ベタフロップス・コンピューターは、

1秒間iζ1000主回以上ーり.演算の実行が可能。)

そして、このベタフロップス・コンビューターの登場

時期については、第 7回技術予測調査の情報・通信

分野において、 ~QP__~に r lQO 万プロセッサを結

合した演算速度 1Peta Flops級の並列コンビュー

タが実用化される」との予測結果が得られている。

現在よりも大きな空間スケール(より多くの原子が関

係する構造、物性、現象の研究に必要)、および長時

間スケール(より長い時間にわたる現象の研究に必

要)を取り扱えるようになるには、コンピューター性能

の向上のみならず、 r_~三三千k亡き/3./'ι必要な~t_算量ー

を越金主主9主法J!りー閉_~が必要であるとして、研究
が急がれている。

現在、第一原理計算で取り扱う原子数をNとした場

合、計算量は大雑把に言って、 Nmに比例する。ここで、

mはシミュレーション手法によって異なるが m= 2------7 

であり、取り扱う原壬数を 10 倍ι士9弘義生土_~註

算量出およ:と_lQ9J音色ら噌1000瓦{音K壇t;士号ーた些λー

?と三ヨ_t三三?とヨ之支援2原一壬数全簡単t.;増士:吉三とJt
7ごさなどとし、うのが現状である。

そこで多くの研究者が、 m二 1に近づけるため「オ

三去、ご-N法j と呼ばれる手法(原T数を一印鑑!;_~た主ー

さり.註算量C増主主孟0)註算量_<!?_J_ 9_ _f査理度1;抑之

る手法)の開発に取り組んでいる。

第一原理計算で取り扱える原子数を増やすためには、

?とミモモk三主:'~~~前提となる基礎理論も重要で、あるO

例えば現在、超一伝導体ーりー横造L構成一孟案全超伝

導転移j早度一りよ三な聖母泣j直主壬測土るよ二とは?宣言t~_~_\。
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しかし、強閉一関電壬系主扱互理論が確立されれば、そ

の理論を取り込んだ第一原理計算によって、超伝導

体の構造や物性値を予測できる可能性があるとして、

研究が進められている。

4.5 おわりに

カーボンナノチューブに代表されるような、原王7，

7=-_!~.主主組物?と構造~J乱nーだなど理想的な_*_に
おける研究は、実験上の技術的困難などのため、シミ

ュレーションによる理論研究が先行してきた。

しかし、近年の徴抑!M_王主J主乙J位とオる土!_"t雪之旦

三ごり進展1;よりλー主導体産業主ーど1ご!t，ーを~!)_~之原
王立三 100億j聞ある~2 :t2 J;_)_個D五雄物原壬Æあるー程

度とど三樫jめ三清浄な忍支援三実験誌貨が1雪之主主主

いる。このように極めて不純物が少ないマテリアルを

作製できるような実験技術等が開発されてきたために、

シミュレーション結果を実験結果の比較が可能となっ

てきている。

今後は、実験結果とをf三三)三~.---とョ./'結ー果りー車接民
較お量的 t.;増:ð;_lτ<:_"-乏空~Z_1_ごI:-:~_'!.zJ;_J;旦?と~_.::_~

三之ョ./'0)糧度全信額位ーとy_~_?主質ーりー自ょが期設7亡
きる。

また次に示す例でわかるように、今後のナノテクノロ

ジーの着実な推進のためには、実験技術の高度化や

理論の挿築iE-材土盃L高ー構庭ι高信頼lt生りー?と三三}仁三
台fヨ~J_ç主五玄援がj;_7，)_~j土Jなど。
・走査型トンネル顕微鏡(STM)や原子間力顕微鏡

(AFM)は、ナノテクノロジーにおける重要な実験手

段である。 STMや AFMでは表面状態に関する原子

スケールの像が得られる。 âIM_1'_N~M_~探針2t端

K.位置士五原壬主話教表面原壬0)開り量壬tl__*的.

t~担互ー住用ーを直構庭K~三子子.V二会fヨどーした結果ーと得.
2rした原壬.7，空:三-)]/0)像玄君応ーさi主主-比較すf五三と
K主弘観察_~た帯封表面ι閉ー士9よりー精確ーな賃曹
が得られる。

このように、ナノメートルスケールの実験手法にお

y_~_-:çyーミ一号-kr.3f1どがま立主食割良太~y_~。

-現在ーり実験1五衛:己主観割主主な?ふ躍り)亡塑惇周1;起
;二るi七空反応:;;_守三三主りー解明など、ナノテクノロジー推
進の基盤となる種々の理論の構築~l;社士るゴ'Z!)Z!~~

主三壬?で一一三主旦./'0)貢ー献も非常に重要である。



ところが、第 7回技術予測調査の結果である図表 1、

図表2を見ると、マテリアル・シミュレーション関連課題

む重一望f生主封殺.70士三分ー竪全i害Jり~~均ι~~ix:~~~
f民\~主.2-r~_~2。社社12fE-7zz-会竪句研究者主主~t_，

土!_"t土ど_t::2~三玄推進;土2:主.\ご基盤ー誌術__立あ盃~三
三モ v二をfヨJどーりー重栗f生を-五瓦J全2全主iιι五認霊講識~l~玄玄
ない状況カが1巧うかがえる。

近い将来、ベタフロップス・コンピューターの実現等

によって、シミュレーションによるマテリアル設計が実

用的になったとき、「マテリアル・シミュレーションを充

会.1;.活用ー7雪主2均三と泊三H_~，_全研雪組織ーりー〔研宏閉ー
発n_rt?境基JJ_;金ーな泣~0.Ïc彰饗を:lfçJJ:士のではない
だろうか。

各研究組織における、ナノテクノロジー・材料

分野の研究開発力および競争力の維持・向上を目

的とし、今のうちから、新規~~_T__V_Z}台交菰芝、/.:::

1_ ~ _ rt? JiJf_賓開発_I_.三おI士五きて三ー三三 v三?と豆ーどの活用ー

宅玄血£ーさせ、理論貫主主実験研ー気句協働三乏;て(_

/v玄定ー著ー主主2ーなど、マテリアル・シミュレーシ

ョンへの注力を図る必要があるだろう。
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科学技術動向研究センターのご紹介

科学技術動向研究センターのご紹介

科学技術動向研究センターとは

平成 13年 1月より内閣府総合科学技術会議が設

置され、従来以上に戦略性を重視する政策立案が検

討されています。科学技術政策研究所では、戦略策

定に不可欠な重要科学技術分野の動向に関する調

査・分析機能を充実・強化するため、 1月より新たに

「科学技術動向研究センター」を設立いたしました。

本センターでは、第2期「科学技術基本計画」に示

されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最

新動向に係る情報の収集や今後の方向性について

の調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んで

います。

センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技

術会議、文部科学省へ政策立案に資する資料として

提供いたします。

センターの具体的な活動は以下の3つです。

( 1 ) r科学技術専門家ネットワーク」による科学技術

動向分析

わが国の産学官の研究者を「専門調査員jに委嘱

して(7月 1日現在 2670人)、インターネットを利用し

て科学技術動向に関する幅広い情報を収集・分析す

る体制「科学技術専門家ネットワーク」を3月16日より

運営しています。このネットワークを通じて、専門調査

員より国内外の学術会合、 学術雑誌などで発表され

る研究成果等、注目すべき動向や今後の科学技術
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の方向性等に関する意見等を広く収集いたします。

これらの情報に、センターが独自に行う調査・研究

の結果を加え、毎月 I回、「科学技術動向Jとしてまと

め、総合科学技術会議、文部科学省を始めとした科

学技術関係機関等に配布いたします。なお、この資

料はhttp://www.nistep.go.jpにおいても公開します。

(2)重要科学技術分野・領域の動向の調査研究

今後、固として取り組むべき重点事項、具体的な

研究開発課題等を明確にすることを目的とし、重要な

科学技術分野・領域に関するキーテクノロジー等を

調査・分析します。

さらに、重要な科学技術分野・領域ごとの科学技

術水準を欧米先進国と比較し、わが国の科学技術が

どのような位置にあるのかについての調査・分析も行

います。

(3)技術予測に関する調査研究

当研究所では、科学技術の長期的将来動向を総

合的に把握するため、 デノレファイ法による技術予

測調査をほぼ5年ごとに実施しています。これは、

今後 30年間の重要技術を抽出して、重要技術の重

要性評価や実現予測時期を分析するものであ り、

センターは、多くの専門家の協力により本調査を

引き続き実施いたします。
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